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２０２１年度各自治体非核・平和施策紹介 毎年各自治体で実施される非核
平和施策を紹介します。これは
市町村の関係部門へのアンケー
トを基に当会が集約した今年度
のものです。関係者の皆さんの
ご協力に感謝します。（２０２
１年 6 月初旬集約） 

自治体 大阪府 大阪市 

担当課 府民文化部人権局 人権企画課 
総務局行政部総務課 

（総務グループ） 

財政難やコロナ禍の下、貴自
治体における非核・平和施策
を実施される上での問題点や
工夫された点 

大阪府では、平和施策を推進するた
め、大阪国際平和センター（ピースお
おさか）への支援を行っています。 
なお、現在、新型コロナウイルス感染
症緊急事態宣言により、ピースおおさ
かは、令和３年４月 25日（日）から６
月２０日（日）まで臨時休館していま
す。・緊急事態宣言解除後は、引き
続き、新型コロナウイルス感染拡大防
止対策を講じつつ、施設の運営を行
っていきます。（参考）ピースおおさか
の新型コロナウィルス感染拡大防止
対策 http://www.peace-
osaka.or.jp/news-important/2021-
04-01-517.html 

新型コロナウイルスの感染拡大
の状況により、所管する大阪国
際平和センター（ピースおおさ
か）が一時的に臨時休館となり、
また、平和関連事業の一部が中
止又は縮小されることとなりまし
た。同センターの主要な入館者
である小中学生も、感染拡大期
には校外活動の中止又は延期の
方針が示されたことや学習カリュ
キュラムの調整等により、平和学
習の機会が減少することとなりま
した。そのような状況下でも、同
センターにおいては、館内でソー
シャルディスタンスが保てるよう、
学校等の団体見学の人数制限
や講堂内での座席数の適正化を
図るなどし、検温、消毒等徹底し
た感染防止対策を行ったうえで、
その運営を行いました。 

児童、生徒、住民及び職員へ
の啓発活動や施策内容（平和
学習や広島長崎等への研修旅
行についてのサポート等） 

・大阪国際平和センター（ピースおお
さか）において、戦争・平和に関する
展示、映画上映、紙芝居、資料貸出
し等を通年実施（小中学生は入館無
料、子ども向け映画上映等） 

小中学生等の平和学習の機会確
保のため、大阪国際平和センター
（ピースおおさか）への入館案内や
平和学習資料の貸出等について
PRを行うとともに、コロナ禍におい
て、広島、長崎に行けなかった学
校が平和の願いを込めた折鶴の
寄贈の多くを同センターで受け入
れるなどの対応を行いました。ま
た、教職員に対して平和・人権研
修の場として同センターの活用を
図るとともに、一般住民に対してイ
ベントや映画上映会を開催するこ
とにより平和に関する啓発活動を
行いました。 

常設の非核・平和資料館また
は施設 

【名称】大阪国際平和センター（ピース
おおさか）※ 【所在地】大阪市中央区
大阪城2-1【ＨＰ】http://www.peace-
osaka.or.jp/ ※大阪府・市の出資法
人である公益財団法人大阪国際平和
センターが運営 

大阪国際平和センター（ピースおお
さか） 大阪市中央区大阪城２－１ 
公益財団法人大阪国際平和センタ
ーが運営・維持管理を行なっていま
す。（大阪府と大阪市で出資） 
 

住民や団体が実施するピース
フェスタ、国民平和大行進
等、草の根運動への後援・施
策や対応 

平和団体等へ知事メッセージを送付 
平和行進等にかかるメッセージ
の送付 
 

予算 
公益財団法人大阪国際平和センタ
ーへの補助金60,846千円（補修・改
修工事費15,649千円含む） 

令和３年度当初予算60,841千円 
（大阪国際平和センター（ピース 
おおさか）の運営補助（施設修繕
費補助金15,649千円含む） 

日本非核宣言自治体協議会への
加盟状況 

加盟していない 加盟していない  

首長や自治体としての非核・
平和問題、核兵器禁止条約に
ついての取り組み状況 

平和施策を推進するため、ピース
おおさかへの支援、平和団体等
への知事メッセージの送付を 行
っている。 

国際社会の平和と発展に寄与し、
平和に関する情報を発信する本 
市施策に寄与するものへの後援 
名義の承認、市長メッセージの送
付など 

政府に対して核兵器禁止条約
の署名・批准を求める、貴自
治体の議会での意見書採択
等、今後なさる予定 

把握していない 未定 

http://www.peace-osaka.or.jp/
http://www.peace-osaka.or.jp/
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自治体 大阪府 大阪市 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 

福島県原発事故に伴う避難者数につ
いては把握していないが、東日本大
震災による大阪府への避難者数は５９
７人（令和 3年５月１０日時点復興庁
の「全国の避難者等の数」調査より）と
なっている。 

福島県からの避難者推定は、全
国避難者情報システム」に登録
されている方が61名おられます
が、そのうち福島原発事故に伴
った避難者数は不明です。 
 

②被災・避難者に対する対応 

避難して来られた方々が安心して暮
らしていただけるよう、発災直後の一
次避難所の設置や府営住宅・市町営
住宅等の提供、見舞金の支給、学校
での受入れ等様々な支援を行ってき
た。また、支援内容の広報やイベント
等の情報提供についても、市町村と
協力して行っている。・今後とも個別
訪問など必要な支援を実施していく。 

避難元自治体や支援団体からの
依頼により、支援情報パンフレッ
トの送付等を行っています。東日
本大震災によるこれまでの各種
支援状況については、下記ホー
ムページに掲載していますので、
次のリンクよりご確認ください。※
アンケートの３①②に該当する資
料はありません。 
http://www.city.osaka.lg.jp/ki
kikanrishitsu/page/000019567
2.html 

放射線測定器の所有の有無及
び種類、活用状況   

①消防署での所有の有無と種類 

管内に原子力事業所を有する市町
※の消防機関では、同事業所で発生
する事故等への対応を目的に、以下
の放射線測定機器を配備している。 
ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション式サーベ
イメータ、中性子線サーベイメータ 
電離箱式サーベイメータ 
ＧＭ計数管式サーベイメータ、ポケッ
トサーベイメータ、個人被ばく線量計 

放射線測定器（空間線量率測定
用） ３７基 
放射線測定器（表面汚染測定
用） ４４基 
放射線測定器（個人被ばく線量
計） ２４６基 

②自治体での所有の有無と種類 

大阪府及び上記市町では、同事業
所で発生する事故等への対応を目
的に、以下の放射線測定機器を配備
している。ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション
式サーベイメータ、ＺｎＳ（Ａｇ）シンチ
レーション式サーベイメータ、中性子
線サーベイメータ、電離箱式サーベイ
メータ、ＧＭ計数管式サーベイメータ 
個人被ばく線量計、可搬型モニタリン
グポスト 

シンチレーション式サーベイメー
タ―、 
 

③市民への貸出状況 
原子力事業所で発生する事故等へ
の対応を前提に配備しているため、
市民への貸出しは行っていない。 

市民への貸出は行なっていない 

活用状況 
防災担当職員を対象とした機器の取
扱い研修会等で活用している。 

（シンチレーション式サーベイメー
ター） 
平成24年10月から市内24区に
おいて一般環境中の放射線量
を測定してきましたが、災害廃
棄物の受け入れ以前から広域
処理終了後、半年以上経過した
時点まで、問題のないレベルで
推移していたので、平成26年３
月で測定を終えました。 
（消防署所有分） 
災害対応のため配備しており日々
取扱い訓練を実施しています。 

地下核実験や未臨界核実験等への

抗議状況 

平成 29年 9月に北朝鮮による核実験に
対し知事名の抗議文を送付 

直近分として、平成２９年９月３日
に朝鮮民主主義人民共和国（北
朝鮮）が行った水爆実験に対す
る抗議及び中止を要請 

※熊取町（京都大学複合原子力科
学研究所、原子燃料工業株式会社
熊取事業所）、東大阪市（近畿大学
原子力研究所） 

http://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000195672.html
http://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000195672.html
http://www.city.osaka.lg.jp/kikikanrishitsu/page/0000195672.html
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自治体 大阪府 大阪市 

姉妹都市・友好都市との国際交流

や非核平和に関する交流について 

大阪府の国際交流について、下記
URLに掲載しておりますのでご確認く
ださい。
https://www.pref.osaka.lg.jp/koku
sai/koryu/index.html 

大阪市は、サンパウロ（ブラジル）、
シカゴ（アメリカ）、上海（中国）、メ
ルボルン（オーストラリア）、サンク
ト・ペテルブルグ（ロシア）、ミラノ（イ
タリア）、ハンブルク(ドイツ)の世界
7都市と姉妹・友好都市提携を行
っています。市民や企業、各種団
体など多様な主体が、姉妹・友好
都市提携を核に、経済・技術・学
術・文化・スポーツなど幅広い分野
で交流推進に努めています。 

被爆者数 4478人（令和 2年度末）   所管部署なし 

内認定被爆者数 200人 所管部署なし 

被爆者団体名 
一般社団法人大阪府原爆被害者支
援協会 

所管部署なし 

被爆者援護施策 

・被爆者に対しては、「原子爆弾被害
者に対する援護に関する法律」に基
づく施策の実施。・被爆二世に対して
は、国の「被爆二世健康診断調査事
業」に基づく健診の実施（年１回）。 

所管部署なし 
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自治体 堺市 

担当課 市民人権局 人権部 人権推進課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

「平和と人権資料館の施設運営や「平和と人権展」等の行事開催時 
は、来場者の検温、消毒及びマスク着用、大阪コロナ追跡システム登 
録等の依頼、密にならないようなパネル配置等、新型コロナウイルス感 
染拡大の防止に注意しながら運営・開催。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発

活動や施策内容（平和学習や広島長

崎等への研修旅行についてのサポー

ト等） 

・「さかいっこ」作文の募集 
・「平和と人権展」の開催 令和 2年 8月 3日から 8月 7日まで開催 
※令和 3年度は、8月 2日から 8月 6日で開催予定 
 

常設の施設（非核・平和資料館や
非核宣言都市モニュメント等）に
ついて、また運営・維持管理等に
対する対応 

【常設の施設】 
・堺市立平和と人権資料館（フェニックス・ミュージアム） 
〒599-8273 堺市中区深井清水町 1426 堺市教育文化センター内 
ＴＥＬ 072-270-8150  ＦＡＸ 072-270-8159 
運営・維持管理方法：直営 
【非核宣言都市モニュメント】 
・市の主要な施設・駅前等に「人権擁護宣言都市 堺市」「非核平和宣言
都市 堺市」「守ろう人権 許すな 差別」の 3つの標語を掲載した啓発標
語塔を設置して市民に啓発。・設置数：42か所（令和 3年 4月 1日現
在）・維持管理方法：年 1回程度人権啓発標語塔の現状確認を実施。
※昭和 55年「人権擁護都市」宣言、昭和 58年「非核平和都市」宣言 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等草の根運動への
後援・施策や対応 

・平和行進の受入をするとともに市長メッセージを送付。 
・堺原爆展、堺 平和のための戦争展の後援を実施。 
※平成 2年度の内容 

予算 

自由都市・堺 平和貢献賞 160,000円 
平和と人権展 1,652,000円 
平和と人権資料館運営費 16,325,000円 
日本非核宣言自治体協議会・平和首長会議関係  １35,０００円 
平和行進関係 ３1,０００円 
原爆被害者の会補助金 １３０,０００円  

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 加盟しています 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

本市主催のイベントにおいてパネル等により市民等へ啓発を実施。核
兵器禁止条約に関する取り組みは、本市が加盟している日本非核宣
言自治体協議会、平和首長会議を通じて行っています 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

その予定はありません 

福島原発事故被災者関係  

①避難者数 
東日本大震災による市内避難者については 128人であり、うち福島原
発事故による避難者は 20人（令和 3年 3月 31日現在）。なお、個別の
避難理由については把握していません。 

②被災・避難者に対する対応 
東日本大震災により被災し当市に避難されている方を対象に、民間団
体や避難元自治体が実施する支援情報などの情報提供（原則、毎月
実施）や各種検診、健康診査などを実施しています。 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用

状況 
 

①消防署での所有の有無と種類 

ＴＣＳ－222、シンチレーションサーベイメータ、 
ＴＣＳ－232シンチレーション式サーベイメータ 
ＩＣＳ－321電離箱式サーベイメータ 
ＩＣＳ－323電離箱式サーベイメータ 
TGS-121ＧＭ計数管式サーベイメータ 
TGS-146ＧＭ計数管式サーベイメータ 
RDS-30 エネルギー補償型ＧＭ管 
RadEye B20パンケーキ型 GM管         
TPS-451 BS中性子サーベイメータ 
TPS-451C 中性子サーベイメータ 
NSN31042-YYYYY-S 中性子サーベイメータ 
ADM-112ポケット線量計 
SV-7ポケット線量計 
ZP-141Pポケット線量計 
ZP－145Pポケット線量計 
DOSI-Iポケット線量計 
PDM-222C ポケット線量計 
PDM-222‐SHポケット線量計 
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自治体 堺市 

②自治体での所有の有無と種類 

保健医療課で所有  TSG-146B ＧＭサーベイメーター 
衛生研究所で所有  ゲルマニウム半導体検出器（キャンベラ製
GC3018）、Nal(TI)シンチレーションスペクトロメータ（Gammadata  
Instrument製 GDM-12） 

③市民への貸出状況 住民への貸出しは行っていない 

④活用状況 

（消防署）災害発生時の現場における使用、並びにそれらの災害に備
えた訓練時に使用。（保健医療課） 放射線の影響に関する健康相談
で必要がある場合に使用 
（衛生研究所） 市内に流通する乳児用食品、牛乳等を対象に検査を
実施する。令和 3年度の予定検体数は２０検体（下記の Nal スペクトロ
メータを含む）。ただし、国が指定する 17都県産の食品を優先する。 
・市内に流通する生鮮食品を対象に検査を実施。ただし、国が指定する１７
都県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野
県、静岡県）産の食品を優先する。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗

議状況 
昨年度、本市からの送付はありません。 

姉妹都市・友好都市との国際交流や

非核平和等に関する交流 

堺市には、4つの姉妹友好都市があります。 
アメリカのバークレー市、中国の連雲港市、ニュージーランドのウェリン
トン市、ベトナムのダナン市です。 
各都市とは、両市民が相互理解と友好親善を深め、国際親善の増進
に寄与するとともに市民同士の親睦を図ることを目的として活動してお
り、青少年交流やスポーツ交流など、幅広い姉妹友好都市交流を通し
て、国際社会の平和と繁栄への貢献が期待されます。 

被爆者数 42８人（令和 2年 9月末時点） 

内認定被爆者数 19人（令和 2年 9月末時点） 

被爆者団体名 
堺原爆被害者の会(広長会） 
堺原爆被害者２世の会（堺広長 2世の会） 

被爆者援護施策 
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づく健康診断（大阪
府からの委託による）、各種申請等の大阪府への経由等 
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自治体 豊中市 

担当課 人権政策課・人権平和センター豊中 

財政難やコロナ禍の下、貴自
治体における非核・平和施策
を実施される上での問題点や
工夫された点 

常設の平和展示室を 6月 1日にリニューアルオープンを予定している
が、緊急事態宣言の再延長が議論されており、開館できるかどうか微妙
な情勢である。 
「３密」回避を図りながら、8月の平和月間にあわせて、市民向けに事業
を行う予定。   

児童、生徒、住民及び職員への啓

発活動や施策内容（平和学習や広

島長崎等への研修旅行についての

サポート等） 

平和月間事業 世代間交流事業  へいわってなあに 一緒に考えてみよう(8 月
13 日（金）13 時 30 分～15 時 「平和」をテーマにした紙芝居と手話歌を披露
する。対象：こども１０人、大人２０人 申込：１３日まで電話、来館受付、HP から
申込可能 （人権平和センター豊中・老人憩の家（岡町北） 【一般財団法人とよ
なか人権文化まちづくり協会☎6841－5300】）とよなかピース・アニメ上映会 平
和月間にあわせて、平和に関するアニメーション映画を放映し、平和について
考える機会とする。①アニメ「つるにのって」７月２８日（水）②アニメ「いわたくんち
のおばあちゃん」8 月４日（水）③アニメ「消えさらぬ傷あと 火の海・大阪」８月１１
日（水）④アニメ「ボクとガク」８月１８日（水） 10 時～、14 時～の１日 2 回上映 
人権平和センター豊中  【同センター☎6841－1313】 平和月間事業「ヒロシマ
の火」【目的】 平和を考える事業の取り組み、平和学習に寄与することを目的と
する。【対象】豊中市民【出演者】 旭堂南北、旭堂南湖【実施内容】平和の大切
さについて考える機会として広島に携わる被爆者の思いをテーマとした演目に
よる講談、一人語りを上演する。平成 8 年度から毎年平和月間事業として実施
している。旭堂南北「おこりじぞう」、旭堂南湖 「火垂るの墓」を上演する。8 月
21 日（土）伝統芸能館（岡町北）【魅力文化創造課☎6850-1313】 -第 70 回  
戦没者並びに空爆犠牲者追悼式 10 月１日(金)時間未定 戦没者並びに空爆
犠牲者の方々の冥福をお祈りし、平和を折念する。ご遺族をはじめ市民を対象
に、無宗教・献花方式で追悼式を行う。-とよなか男女共同参画推進センターす
てっぷ(玉井町)【地域共生課☎6858－2219】 平和の木 平和へのメッセージを
葉っぱに記入し、平和の木をつくろう。-①8 月 1 日（日）～8 月 15 日（日）東豊
中図書館・高川図書館②公民館の期間に準ずる②庄内図書館・千里図書館・
蛍池図書館 展示｢戦争と平和の本｣終戦の日を迎えるこの時期に、平和への
大切さを考える機会として関連本の展示・貸出を実施８月 1 日(日)～８月３１日
(火)岡町図書館(岡町北)【☎6843－4553】服部図書館(服部本町)【☎6862－
0800】庄内図書館(三和町)【☎6334－1261】千里図書館(新千里東町)【☎6831
－0225】東豊中図書館（東豊中町）【☎6856－4660】野畑図書館（春日町）
【☎6845－2400】螢池図書館（螢池中町）【☎6840－8000】高川図書館（豊南町
東）【☎6336－6901】庄内幸町図書館（庄内幸町）【☎6332－8220】平和月間パ
ネル展「国連 WFP を知っていますか」8 月 4 日（水）～8 月 17 日（火）昨年度、
ノーベル平和賞を受賞した国連 WFP（世界食糧計画）。国連 WFP の活動を知
ることから平和の大切さを考える。国連 WFP 活動紹介パネル展と活動を紹介
するポスター、パンフレットの配布、対象：豊中市民-中央公民館(曽根東町)【同
館☎6866－0555】 千里公民館平和月間事業「思いやりの心が平和を導く」８
月 13 日(金)戦争体験者のインタビュービデオの鑑賞を通じて、戦争体験や、戦
中・戦後のくらしを想像し、他者を思いやる心を育む。同時に、関連書籍の貸し
出しを行い、主体的な学習のきっかけをつくる。-千里公民館(新千里東町)  
【同館☎6833－8090】  -平和と学びのポスター展 8 月 11 日（水）～8 月 19
日（木）  事業名掲載のポスター展を主に小学校低学年向けに開催し、昔、戦
争があって原子爆弾が広島と長崎に落とされ、筆舌に尽くしがたい大変な被害
を受けたこと、また、そうならないために平和を守る大切さを学んでいただくこと
を目的とする。 ポスター展示にあたっては理解度を高めるという観点からクイ
ズ形式を導入する。-螢池公民館(螢池中町)【同館☎6843－5561】 平和月間
事業「なぜ世界には地雷があるのか 地雷の被害や脅威を学ぶ」①様々な種類
の模型と写真からなる展示資料や DVD の上映。また、市民それぞれに感じたこ
とを葉っぱの形の紙に書いてもらい、それを模造紙に描いた木に貼ってもらい
「平和の木」を作る。８月 1１日（水）～８月２２日（日）②建設機械メーカーのコマ
ツによる対人地雷処理活動についての講座を通して、なぜ世界には地雷がある
のか、地雷の被害と脅威を学び、平和の大切さを次世代に伝えていく機会とす
る。８月１１日（水）１３時３０分～14 時３０分-庄内公民館(三和町)【同館☎6334－
1251】 

常設の非核・平和資料館または施

設 

・令和 2年（2020年）4月、豊中市立人権平和センター豊中、人権平和
センター螢池を設置。人権平和センター豊中内に常設の平和展示室を
開設。同年 11月より空調設備改修工事のため、休館。令和 3年（2021
年）6月 1日、平和展示室をリニューアルオープン予定。・空襲に視点
を置いた展示室。米軍戦闘機 P-51の主翼（右翼）の一部（約 2.8 メート
ル）、１トン爆弾の実物大模型、旧日本軍軍用機の落下増槽（増槽のみ
期間限定）、空襲の被害状況を写したタペストリーを展示。その他にも、
戦争と平和に関する近現代史年表、終戦直後と現在の豊中市を比較し
た航空写真、無差別爆撃の歴史や豊中空襲の被害状況などを解説し
たパネル、空襲体験画や戦時中の写真、市民から寄贈いただいた戦争
遺品や生活用品の展示を常設。維持管理は人権平和センター豊中、
運営は委託（一般財団法人とよなか人権文化まちづくり協会）している。 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

後援・共催については市民団体の平和の取り組みへの後援を行っている 
 

予算 

予算：1,110千円 
【内訳】154千円（人権平和センター豊中）+ 30千円（協会）+ 823千
円（地域共生課）+0千円（学校教育課）+ 103千円（伝統芸能館）＊人
権平和センター豊中の予算は、毎年事業関係のみの予算額を報告し
ています。（平和展示室運営に関わる予算は含めていません） 
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自治体 豊中市 

日本非核宣言自治体協議会への加
盟状況 

日本非核宣言自治体協議会：昭和 59年（1984年）に加盟 
平和首長会議：平成 22年（2010年）に加盟 

首長や自治体としての非核・平和
問題、核兵器禁止条約についての
取り組み状況 

平和の大切さや核兵器の廃絶を広く訴え、市民の平和意識の醸成を図
るため、昭和 59年度（1984年度）に定められた 8月の「平和月間」事
業の企画・調整と広報を行うともに、日本非核宣言自治体協議会および
平和首長会議の周知と活動に取り組んでいる。 
平和首長会議が呼びかけているヒバクシャ国際署名に、平成 28年
（2016年）・令和元年（2019年）、市長と副市長に署名していただくとと
もに、平成 28年は所属職員へ周知を図り、希望者のみ署名を行った。
平成 28年に日本原水爆被害者団体協議会へ、令和元年にヒバクシャ
国際署名事務局へ送付。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議
会での意見書採択等、今後なさる
予定 

取り組みなし、今後の取り組みは未定 
 

福島原発事故被災者関係  

①避難者数 令和 3年 3月 18日現在 2世帯 3名 

②被災・避難者に対する対応 市営住宅の提供、各種情報提供（最大月に 2回）、各種相談業務 等 

放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況 

 

①消防署での所有の有無と種類 

有(電離箱式サーベイメータ、ＧＭ管式(ポケット含む)、シンチレーション
式) 
災害時の測定用 
 

②自治体での所有の有無と種類 
有(電離箱式サーベイメータ、ＧＭ管式(ポケット含む)、シンチレーション
式) 
災害時の測定用 

③市民への貸出状況 該当なし 

④活用状況 実災害がないため、活用状況なし 

地下核実験や未臨界核実験等への

抗議状況 

アメリカ合衆国宛に豊中市長名で抗議文を送付。 
・2020年 11月に臨界前核実験を実施したことに対して 

姉妹都市・友好都市との国際交流

や非核平和等に関する交流 

昭和 38年（1963年）にアメリカ合衆国・サンマテオ市と姉妹都市提携
を締結し、以降、豊中・サンマテオ姉妹都市協会（事務局：豊中市魅力
文化創造課）による少年野球チームの交流試合や高校生英語弁論大
会を開催し、その成績優秀者を同親善使節としてサンマテオ市に派遣
するなど、市民レベルの交流と親善を深めている。 

被爆者数 把握していない 

内認定被爆者数 239人(被爆者手帳保持者) 

被爆者団体名 豊中市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 
高齢者被爆者相談等事業 豊中市内小・中学校への伝承活動 
特に実施している施策はありません 
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自治体 吹田市 高槻市 

担当課  市民部人権政策室 市民生活環境部人権・男女共同参画課 

財政難やコロナ禍の下、貴自
治体における非核・平和施策
を実施される上での問題点や
工夫された点 

平和祈念資料館においては、マスク着
用、手指消毒、来館者カードの記入、
周囲の方との十分な間隔の確保、館内
の換気、消毒を徹底している。また、講
演会等の主催事業の実施にあたって
は、会場の分散実施や動画配信など、
より安全な啓発手法を検討している。 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため、非核・平和施策は縮小せざるを得な
い状況であるが、広報誌等の活用により
啓発に取り組む。 
 

児童、生徒、住民及び職員への

啓発活動や施策内容（平和学習

や広島長崎等への研修旅行につ

いてのサポート等） 

・平和祈念資料館の管理運営 
市民から提供された戦時中の生活用
品や軍隊に関する現物資料等の常設
展示及び平和に関する資料の収集と
貸し出し、平和映画会の開催、その他
平和に関するイベント 

 

修学旅行において、小学校では広島等、
中学校では長崎等を訪問し、平和学習を
実施する予定である。そのほか、社会科
など各教科等において平和学習を行って
いる。 
平和展の開催（８月６日・７日に実施予定） 
市広報誌での非核・平和に関する記事 
の掲載 
市広報誌等での原爆死没者の慰霊の黙 
とう（８月６日、９日）及び平和祈念の黙とう 
（８月１５日）実施の呼びかけ 
各種非核平和行進隊へのメッセージ送付 
など 

常設の非核・平和資料館また
は施設 

吹田市立平和祈念資料館（直営） 
非核平和都市宣言、非核平和都市宣
言啓発標柱  

資料館はないが、市役所本館５階に人権・
文化啓発コーナーを設置し、非核・平和に
関するビデオ、DVD等の貸出を行ってい
る。また、クロスパル高槻４F男女共同参
画センター内に市民から寄贈していただ
いた戦争遺品を展示している 

住民や団体が実施するピースフェ
スタ、国民平和大行進等、草の根
運動への後援・施策や対応 

6～7月に行われる平和行進について、
市役所にて水分補給のため、湯茶を提
供。 

国民平和行進等に対し市長からのメッセ
ージ代読及び激励・見送りを行っている。 

予算 
35,431,000円 

（施設管理経費を含む） 
 

平和展事業９３７千円、日本非核宣言自治
体協議会分担金 30千円、その他平和モ
ニュメント等の清掃等 107千円、合計 1,０
74千円 

日本非核宣言自治体協議会へ
の加盟状況 加盟 加盟している（近畿ブロック幹事） 

首長や自治体としての非核・平
和問題、核兵器禁止条約につい
ての取り組み状況 

昭和58年（1983年）8月に行った「非核
平和都市宣言」の理念のもと、さまざま
な啓発活動に取り組み、「非核、平和の
まちづくり」を進めてきた。 
本市が加盟する「日本非核宣言自治体
協議会」や「平和首長会議」を通じて必
要な働きかけを行っていきたい。 
 

平和展の実施や日本非核宣言自治体協
議会及び平和首長会議と連携して、市ホ
ームページ、広報誌、ケーブルテレビなど
において情報を発信することなどにより「原
爆の恐ろしさ」や「平和の尊さ」などを市民
に伝え、平和意識の高揚を図っている。 

政府に対して核兵器禁止条約の
署名・批准を求める貴自治体の
議会での意見書採択等、今後な
さる予定 

現時点では予定なし。 

 
未定 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 
本市が把握する避難者の人数は2名で
ある。 16人（福島県からの避難者数） 

②被災・避難者に対する対応 

本市では福島原発事故被災・避難者
（東北3県を含む）に対して、被災元自
治体等から発行されるお知らせや冊子
を定期的に郵送している。また、避難
者を支援するボランティア団体（復興
支援すいた市民会議）と連携し、避難
者に寄り添った支援を継続して行って
いる。 

情報提供（被災地が発行する情報誌及び
大阪府弁護士会からの情報提供資料の
送付） 

放射線測定器の所有の有無及
び種類、活用状況   

①消防署での所有の有無と種
類 

有 

所有あり 
種類：GM管式１５台、電離箱式 2台、電
子ポケット線量計７８台 
目的：放射線被ばくや放射性物質による
汚染事故等が発生した際の測定に使用 
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自治体 吹田市 高槻市 

②自治体での所有の有無と種
類 

なし 

所有有り 
種類：電子ポケット線量計マイドーズミニ 
４６台 
目的：可搬式測定器を用いて放射線測定 
等に従事する職員の防護対策のため 

③市民への貸出状況 なし 市民への貸出は行っていない。 

④活用状況 なし 
活用実績なし(消防署での訓練除く) 
 

地下核実験や未臨界核実験等
への抗議状況 

令和 3年 1月 21日付、米国核実験に
抗議。 
 

市長名の抗議文を大使館宛に送付してい
る。（過去の抗議については、下記ホーム
ページに掲載） 
http://www.city.takatsuki.osaka.jp/kak
uka/shimin/jinkenda/gyomuannai/hika
ku_torikumi/jikken_kogi.html 

姉妹都市・友好都市との国際交

流や非核平和等に関する交流 
 

姉妹都市・友好都市への市民訪問団の支
援や来訪団受け入れなどの国際交流 

被爆者数 把握していない 市として把握していない 

内認定被爆者数 把握していない 市として把握していない 

被爆者団体名 
吹田市原爆被害者の会 

（吹閃会 すいせんかい） 
高槻市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 

被爆者二世への医療費助成 
原子爆弾被爆者の援護に関する法律
に基づく各種申請の大阪府への経由
や被爆者健康診断の実施等（大阪府
からの委託による） 
 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法
律に基づく施策の実施（健康診断、各種
申請の大阪府への経由等） 
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自治体 茨木市  箕面市 

担当課 市民文化部 人権・男女共生課 人権文化部人権施策室 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

非核平和街頭啓発の中止や見
直しを検討中。 
新型コロナウイルス感染拡大防
止対策を行った上での非核平
和展の実施を検討中。 

イベント時、換気、手指の消毒及び
社会的距離を取るなどをした。 
 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活

動や施策内容（平和学習や広島長崎等

への研修旅行についてのサポート等） 

非核平和街頭啓発の中止や見
直しを検討中。 
新型コロナウイルス感染拡大防
止対策を行った上での非核平
和展の実施を検討中。 
市役所本庁において、原爆死没
者を慰霊し、あわせて世界恒久
平和を祈念するための黙とうの
実施を市民に呼びかける庁内
放送を実施。令和３年８月５日
（木）、令和３年８月６日（金) 

・平和関連のパネル展等を行う予
定（らいとぴあ２１） 
・平和関連のパネル展等を行う予
定（ヒューマンズプラザ） 
・戦時生活資料展予定（郷土資料
館）    
以上、展示は日時未定 
 

常設の非核・平和資料館または施設 

市立文化財資料館の常設展示
の一部に戦時中の資料展示あ
り 

平和モニュメント「青い地球」 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

平和行進への協力 

ピースフェスタ等は後援名義使用
申請があった場合、使用基準を満
たすものであれば承認。平和行進
等については、可能な範囲で受け
入れ対応している。 

予算 １,３１０,０００円 
３４千円（平和施策、人権、国際理
解などと一体化した事業として） 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

加盟済み 非加盟 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

非核平和街頭啓発の中止や見
直しを検討中。 
新型コロナウイルス感染拡大防
止対策を行った上での非核平
和展の実施を検討中。 
市役所本庁において、原爆死
没者を慰霊し、あわせて世界恒
久平和を祈念するための黙とう
の実施を市民に呼びかける庁
内放送を実施。令和３年８月５
日（木）、令和３年８月６日（金) 

箕面市非核平和都市宣言 
（1985年 3月 28日議決） 

 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

なし 特になし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 
東日本大震災被災・避難者全
体で約７０人 

「福島原発事故に伴う避難者」につ
きましては、本市では把握していな
い。 
市町村における東日本大震災に係
る避難者の数は、52人。 

②被災・避難者に対する対応 
情報提供や関係イベントなどの
紹介 

府下避難者支援団体等連絡協議
会「ホットネットおおさか」からの情
報誌を市社協より月に 1回郵送し
また相談も受け付けている。 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用状
況   

①消防署での所有の有無と種類 

所有有り 
サーベイ＆ドジメーター８台、 
ポケット線量計６０台 

・種類 サーベイメーター（１台）、ポ
ケット線量計（６台） 
・目的 空間放射線量数値を把握
するため 

②自治体での所有の有無と種類 所有なし 
種類 サーベイメーター（１台） 
目的 市内の空間放射線量   

③市民への貸出状況 なし 貸出なし 
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自治体 茨木市  箕面市 

④活用状況 
有事の時に正しく使用できるよ
うに「取扱い訓練」を実施 

自治体 定期的に市内の空間放射
線量を測定している。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議

状況 

平成29年９月３日に実施された 
朝鮮民主主義人民共和国によ 
る核実験に対し、平成29年９月 
４日付で、国務委員会委員長 
金正恩閣下及び慈成男国連大 
使へ市長名で抗議文を送付した 
平成29年12月に実施された、米 
国による臨界前核実験に対し、 
平成30年10月12日付で、ウィリ 
アム・Ｆ・ハガティ特命全権大使 
へ市長名で抗議文を送付した。 
平成31年２月13日に実施され 
た、米国による臨界前核実験に 
対し、令和元年５月29日付で、 
ウィリアム・Ｆ・ハガティ特命全権 
大使へ市長名で抗議文を送付 
した。 
令和２年11月に実施された、米
国による臨界前核実験に対し、
令和３年１月22日付で、ジョセ
フ・Ｍ・ヤング臨時代理大使へ
市長名で抗議文を送付した。 
 

・核実験については、未臨界核実
験も含め、市長名の抗議文を大使
館宛に送付。 
 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非

核平和等に関する交流 
なし 箕面市とハット市（ニュージーラン

ド）による国際協力都市連携の盟約 

被爆者数 不明 ８１名 

内認定被爆者数 不明 ３名 

被爆者団体名 茨木市原爆被害者の会 箕面市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 なし 
大阪府が年２回実施する健康診断
を受診する市内在住の被爆者への
奨励金を支給 
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自治体 池田市 摂津市 

担当課 市長公室 危機管理課 市長公室 人権女性政策課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

感染症予防のため、平和行 
進を中止する団体もあるが、 
実施する団体への対応に関 
しては感染症対策に十分気 
を付けた上での対応（マスク、 
手指消毒等） 

人数制限や感染予防対策を講じた上
で平和イベントを実施予定 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活

動や施策内容（平和学習や広島長崎等

への研修旅行についてのサポート等） 

各小、中学校とも６～１１月に 
非核・平和に関する学習を実 
施予定（平和登校日、平和の 
つどい等）修学旅行について 
小学校は広島、中学校は長 
崎、沖縄を訪れ平和学習を 
実施予定毎年８月に平和と人 
権・狭山を考える池田市民集 
会を実施予定 

７月、８月を平和月間と定め各種事業
の実施 
・平和パネル展、市内図書館における 
平和映画会等 
・平和黙祷の実施  
・被爆体験伝承講話の実施 他 
 

常設の非核・平和資料館または施設 特になし 当市にはありません 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

特になし 
平和行進の受入等の支援、平和行進
団体の激励、メッセージの送付 

予算 ５２７,０００円 681千円（平和施策推進事業） 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

未加入 加盟していません 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

特になし 
 

７月、８月を平和月間と定め、②で回
答した事業を実施。及び、市役所・市
内公共施設・平和パネル展等におい
て「『核兵器禁止条約』の早期締結を
求める署名」用紙及び啓発チラシを配
架予定 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

特になし 

市議会平成30年第1回定例会で「核
兵器禁止条約の日本政府の署名と批
准を求める意見書」が、令和元年第2
回定例会で「日本政府に核兵器禁止
条約の参加・調印・批准を求める意見
書」が採択されました 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 市として把握しておらず 不明 

②被災・避難者に対する対応 特になし 当市では対応していません 
放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況   

①消防署での所有の有無と種類 

救助用資機材としてポケット
線量計、ガンマ線・Ｘ線用線
量率計、サーベイメーター 

有  
3種類（表面、空間、個人被爆） 
消防活動時に使用するため 

②自治体での所有の有無と種類 特になし ありません 

③市民への貸出状況 なし ありません 

④活用状況 なし 測定器を使用した実績はありません 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議

状況 

北朝鮮（平成２１年、２４）、ロ
シア（平成１２年）、インド（平
成１０年） 

核実験時等に抗議文を送付 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非

核平和等に関する交流 

オーストラリアのローンセスト   
ン市と姉妹都市、中国の蘇州 
市と友好都市提携を結んで 
おり、相互に青少年や訪問団 
の派遣事業を行っている 

摂津高校と友好都市の生徒が相互留
学・ホームステイによる交流を行ってい
ます 

被爆者数 市として把握しておらず 不明 

内認定被爆者数 市として把握しておらず 不明 

被爆者団体名 池田市原爆被害者の会 
摂津市原爆被害者福祉協議会（1
世、2世が構成員） 

被曝者援護施策 なし 

１世：市立温水プール利用料免除、府営住
宅申込資格、国民健康保険料減免、戸籍
事項に関わる無料証明、市民税減免 
２世：原爆被爆者二世に対する医療費助
成、原爆被害者二世に対する一般健康診
査 
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自治体 

 
島本町 

 
豊能町 

担当課 総合政策部 人権文化センター 住民部住民人権課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体にお
ける非核・平和施策を実施される上で
の問題点や工夫された点 

町ホームページに、平和に関する
ペーージを新たに作成し啓発を
図った。 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活動や
施策内容（平和学習や広島長崎等への研修
旅行についてのサポート等） 

上記のホームページに加え、広報
8月号に平和啓発記事を掲載。 

小学校の修学旅行で広島を訪
れている。平和学習も行ってい
る。 

常設の非核・平和資料館または施設 
今年度、当センター内に「嘉代子
桜」を植樹し、今後の平和啓発に
役立てる予定 

なし 

住民や団体が実施するピースフェスタ、国
民平和大行進等、草の根運動への後援・施
策や対応 

今年度はコロナ禍で中止となった
が、例年平和市民マラソン等へメ
ッセージを送付している。 

特になし 

予算 

20千円。また今年度はコロナ禍
で中止となったが、例年 8月に補
助金交付団体の予算にて平和関
連事業を実施している 

なし 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状況 加盟している 非加盟 

首長や自治体としての非核・平和問題、核
兵器禁止条約についての取り組み状況 

核実験等が実施された際は、速
やかに抗議文を送付している 

現在のところ予定なし 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・批准
を求める、貴自治体の議会での意見書採択
等、今後なさる予定 

特記事項なし 現在のところ予定なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 0人 把握していない 

②被災・避難者に対する対応 特記事項なし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用
状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

空間線量率計（単位時間当たり
の線量）：2台 表面汚染検査計：
1台、外部被ばく線量測定器（警
報付ポケット線量計）：7台 

箕面消防署に有 

②自治体での所有の有無と種類 
消防署での所有のみ。ただし、本
町消防本部は、別組織、別組合等
ではなく、町の直轄組織である。 

なし 

③市民への貸出状況 住民への貸出は行っていない なし 

④活用状況 通常の想定訓練で使用している 災害時の必要な際に箕面消防
署より活用できるよう備えている 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議状況 
今年度は特記事項はないが、核
実験等が実施された際は、速や
かに抗議文を送付している 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非核平
和等に関する交流 

平成29年3月5日にアメリカ合衆国
ケンタッキー州フランクフォート市と
の姉妹都市提携を締結し、国際交
流を深めている。 

なし 

被爆者数 14名 把握していない 

内認定被爆者数 １4名 把握していない 

被爆者団体名 島本エーボン被害者の会 なし 

被爆者援護施策 
福祉金の支給(月額 2,500円/人)
健康診断に係る送迎 

なし 
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自治体 
 
能勢町 

 
枚方市 

担当課 総務部総務課 市長公室人権政策室 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体にお
ける非核・平和施策を実施される上で
の問題点や工夫された点 

特になし 

新型コロナウイルス感染症対策（マスク
着用、手指消毒、体温測定、大阪コロナ
追跡システム等）の実施 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活動や
施策内容（平和学習や広島長崎等への研修
旅行についてのサポート等） 

「能勢町人権と平和のつどい」
をはじめとした各種人権啓発
活動について、今般の状況を
鑑みながら効果的な方法を
検討し、人権や平和への意識
を高める。 

４月戦争遺跡 妙見山煙突見学会 
７月平和資料室特別展、夏季平和映画会 
11月 戦争遺跡 妙見山煙突見学会 
11月市内の戦争遺跡ウォーキングツアー 
３月 枚方市平和の日記念事業  
（「平和の燈火（あかり）」、「平和メッセー
ジ発信事業」等）                    
※その他、住民団体や学校単位で希望
があれば、戦争遺跡等の見学説明会を
随時開催。※７月以降の啓発活動につ
いては新型コロナウイルス感染症の影
響等で内容を変更する場合がある。 

常設の非核・平和資料館または施設 該当なし 枚方市立中央図書館１階 平和資料室 
 

住民や団体が実施するピースフェスタ、国
民平和大行進等、草の根運動への後援・施
策や対応 

該当なし 
 
市長メッセージなどの対応をしている 

予算 1,１87千円 6,983千円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状況 加盟しておりません 

1984年、非核都市宣言自治体連絡協
議会（現在の「日本非核宣言自治体協
議会」）に加盟。なお、当市は 1986年か
ら副会長市を務めている。 

首長や自治体としての非核・平和問題、核
兵器禁止条約についての取り組み状況 

「恒久平和を希求し核兵器
を廃絶する町」に関する宣
言（昭和６１年） 

枚方市は日本非核宣言自治体協議会の 
副会長市であり、役員会や総会に参加し 
ている。（新型コロナウイルス感染症の影 
響で昨年度及び今年度は書面決議）ま 
た、広島・長崎での平和祈念式典には毎 
年参列している。（新型コロナウイルス感 
染症の影響で昨年度及び今年度の広島 
での式典の参列はなし） 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・批准
を求める、貴自治体の議会での意見書採択
等、今後なさる予定 

現時点では特になし 現在、議会での意見書の採択等はない 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 該当なし 把握していない 

②被災・避難者に対する対応 該当なし 

福島原発事故による被災・避難者かどう
かに関わらず、東日本大震災による被
災・避難者に対する対応として、国の通
知等に基づき、市税・保育料の減免等
の対応を行っている。 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用
状況 

該当なし  

①消防署での所有の有無と種類 該当なし 有 放射線測定器 

②自治体での所有の有無と種類 該当なし 
有 β線測定装置 

シンチレーション式サーベイメーター 

③市民への貸出状況 該当なし なし 

④活用状況 該当なし 

＜消防署＞災害時の必要な際に活用
できるよう備えている。 
＜自治体＞月一回の原水・浄水の放射
線汚染状況の把握に使用している。 
万が一、放射線物質が漏洩した場合
等、その場所や物の汚染の測定などを
行う必要が生じた場合に備えている。 
測定器の動作確認と操作の習熟の為に
月一回程度測定を行ってる。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議状況 該当なし 日本非核宣言自治体協議会及び平和
首長会議と連携して抗議を行っている。 
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自治体 
 
能勢町 

 
枚方市 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非核平
和等に関する交流 

該当なし 

・上海長寧区との市民訪問団の派遣及
び受入。 
・ローガン市との中学生友好交流訪問
団の派遣及び受入。 
・韓国霊岩郡との友好交流。 

被爆者数 

本町では把握していません 

212名（2021年 5月時点 

内認定被爆者数 9名（2021年 5月時点） 

被爆者団体名 
枚方市原爆被害者の会 
枚方市原爆被害者二世の会 

被爆者援護施策 「被爆二世健康管理表」の発行 
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自治体 寝屋川市 守口市 

担当課 危機管理部 人権・男女共同参画課 市民生活部人権室 

財政難やコロナ禍の下、貴自治
体における非核・平和施策を実
施される上での問題点や工夫さ
れた点 

12月４日実施予定の（仮称）いじめ問
題シンポジウムは多数の来場者が予想
されることから、感染拡大防止のため、
健康状態の確認や、衛生・換気等の徹
底を図ります。 

イベント縮小・消毒・マスクの徹
底、距離の確保 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

平和のバラ写真展 ８月４日（水）から８
月 17日（火）まで 寝屋川市役所本庁
ピロティ 
幸福と恒久平和の再認識のため、市民
に育てていただいた「平和のバラの写
真」と「平和に向けたメッセージ」を寄稿
してもらい、展示する。 
黙祷（庁内放送）寝屋川市民等来庁者
に対し、広島・長崎原爆投下日、終戦記
念日に黙祷の呼びかけ 
（仮称）いじめ問題シンポジウム 12月４
日(土) ※実施予定 寝屋川市立市民
会館 
幅広い世代の市民が人権や平和につい
て正しい理解と認識を深め、身近に感じ
てもらうため、主なプログラムとして、人
権・平和関連のアニメ映画上映、子ども
向けの人権・平和関連の紙芝居を予
定。 

黙とうの周知 

常設の非核・平和資料館または施設 
常設の資料館は未設置ですが、初本
町公園に平和の塔のモニュメントが設
置されています。 

なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

市長の祝電・メッセージの対応を行って
います。 
平和行進時に寝屋川市役所を経由す
る場合はお茶の接待等を行っていま
す。 

メッセージ対応 

予算 
令和３年度の非核・平和に関する予算
額 451,140円 ６９,０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

日本非核宣言自治体協議会：平成 17
年５月 10日加盟 

未加盟 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

現在のところ取り組んでおりません 
非核平和事業「平和のつどい」
実施。核実験抗議文発出 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

現在のところ取り組み予定はありませ
ん 現在のところ予定なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 令和 3年４月１日現在 １世帯、2人 ２名 

②被災・避難者に対する対応 
大阪府下避難者支援団体等連絡協議
会から送付される郵便物の転送等（危
機管理部防災課が対応） 

大阪府下避難者支援団体等連
絡協議会等からの郵便物の転
送、全国避難者情報システムを
利用した大阪府と避難元の市
区町村との連携 等 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

   

①消防署での所有の有無と種類 
空間線量計を災害時における活動空
間の放射線量計測のために所有して
います。 

守口市門真市消防組合１１台 
空間線量計 GM計数管式７台
表面汚染検査計 GM計数管式
４台 NBC災害で使用するため 

②自治体での所有の有無と種類 所有していません なし 

③市民への貸出状況 所有していないため該当なし 実施していない 

④活用状況 所有していないため該当なし 火災現場等での使用実績なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

現在のところありません。 原則抗議文発出 
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自治体 寝屋川市 守口市 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

令和２年８月 寝屋川市国際交流協会 
（本市多文化共生・国際交流事業委託 
先）が、本市姉妹都市アメリカ・ニュー 
ポートニューズ市（姉妹都市委員会）と 
共に「75回目の原爆の日平和記念の 
Bell Ringing」をオンラインで行いまし 
た。 

現在のところなし 

被爆者数 
151名（令和２年度健康診断受診対象
者より） 59名 

内認定被爆者数 不明 ４名 

被爆者団体名 
寝屋川市原爆被害者の会（広長友の
会） 守口市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 健康診断（年２回） なし 
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自治体 
門真市 大東市 

担当課 人権市民相談課 市民生活部人権室 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

①児童、生徒への啓発活動や施策 
新型コロナウイルス感染症の影響
により、休校になる学校もあり、各
教科の授業時数の調整や確保が
難しい状況である。また、今後の感
染状況によっては、宿泊を伴う行
事が中止となったり、実地学習等が
できなかったりする可能性もある。 
そういう状況の中、各小・中学校に
おける平和学習等の時間について
は、各教科の学習内容と関連付け
て、より効率的・効果的に進められ
るよう取り組んでいる。また、感染
状況や各施設の開館状況をみな
がら、校外学習でピースおおさか・
平和ミュージアム等を活用して平
和学習を行う予定である。 
②住民への啓発活動や施策 
コロナ禍のため、多くの市民を集め
る啓発事業ではなく、パネルを展
示し、自由に観覧いただける手法
で実施する予定。 

各非核・平和事業を行う際に検温・
消毒を実施しコロナ感染拡大防止
に努めた。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

①児童、生徒への啓発活動や施策 
平和学習として、「社会科」の授業に
おける戦争に関する学習を行ってい
る。また、各校において可能な範囲
で「総合的な学習の時間」「特別の
教科 道徳」等における国際理解・
多文化共生教育を進めている。 
②住民への啓発活動や施策 
戦時中や平和に関するパネル展示
を実施予定。また、市広報紙等で原
爆死没者の慰霊の黙とう（８月６日、９
日）を呼びかける予定。 
③職員への啓発活動や施策 
庁内イントラネットで原爆死没者の慰 
霊の黙とう（８月６日、９日）を呼びか 
ける予定 

・折り鶴コーナーの設置   
・千羽鶴の作成 
・広報誌や防災行政無線を使って、
広島・長崎の原爆投下時刻、終戦
記念日の正午に黙祷 
・平和パネル展 
 

常設の非核・平和資料館または施設 施設等を保有してない。 
大東市立人権教育啓発センターに
非核・平和資料等を常設、市予算
にて購入 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

①後援 
名義承認済み 
申請団体：生活協同組合おおさか
パルコープ 
事業名：ピースリレー2021 
②国民平和行進等 
市長メッセージの送付等 

応援メッセージを送付している。 

予算 １１,０００円 ５３９（千円） 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 加盟していない 加盟している。 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

上記の啓発事業の他、８月に懸垂
幕を掲示する予定。核兵器禁止条
約に関しては、取組みの予定なし。 
 

核保有国（推定含む）が使用実験等
を行った際に、抗議文を送付してい
る。非核平和都市宣言を掲げてい
る、非核平和事業を行っている。 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

取り組み（予定）なし 今年度実績なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 
把握していない（東日本大震災に
伴う避難者については、２世帯把
握している。 

現在３名 

②被災・避難者に対する対応 
避難者に対して、大阪府や大阪府
下避難者支援団体等からの情報
提供文書等の送付を実施している 

特になし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 市では未把握 
・個人線量計（１５）・ガンマ線及び
Ｘ線用線量率計（４）・表面汚染検
査計（２）を所有 
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自治体 門真市 大東市 

②自治体での所有の有無と種類 所有していない 空間線量計を所有 

③住民への貸出状況 
所有していないため実施していな
い 

貸出はしていない 

④活用状況 
所有していないため、活用していな
い 

市民から相談があった時など、必
要に応じて測定している。また、消
防署では緊急消防援助隊の活動
及び訓練等で使用。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議状
況 

今年度は、現在のところ核実験等
を把握していないため、対応や抗
議文送付などは実施していない。 
 

①２０１８年１０月１０日「２０１７年１２ 
月１３日にアメリカ合衆国ネバダ州 
の地下核実験場で核爆発を伴わ 
ない臨界前核実験を実施した」と 
の報道があり、２０１８年１０月１１日 
に抗議文をアメリカ合衆国大統領 
宛に送付した。 
②２０１９年５月２５日「２０１９年２月１ 
３日にアメリカ合衆国ネバダ州の地 
下核実験場で核爆発を伴わない 
臨界前核実験を実施した」との報 
道があり、２０１９年５月２７日に抗議 
文をアメリカ合衆国大統領宛に送 
付した。 
③２０２１年１月１６日「２０２０年１１月 
にアメリカ合衆国ネバダ州の地下 
核実験場で核爆発を伴わない臨 
界前核実験を実施した」との報道 
があり、２０２１年１月１９日に抗議文 
をアメリカ合衆国大統領宛に送付 
した。 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非核
平和等に関する交流 

交流はしていない。  

被爆者数 市では未把握 ６１名（令和３年４月末現在） 

内認定被爆者数 市では未把握 ４名（令和３年４月末現在） 

被爆者団体名 
門真市原爆被害者の会（平成２４
年度より休会のため助成なし） 大東市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 取り組み（予定）なし。 団体補助金 
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自治体 交野市 四條畷市 

担当課 総務部人権と暮らしの相談課 市民生活部人権・市民相談課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

問題点：新型コロナウイルス感染 
拡大防止の影響で平和・非核の重 
要性等について市民等に周知でき 
ないという問題が生じる。（事業 
の中止等） 
 

問題点 
・規模の縮小を余儀なくされたこと 
工夫した点 
・映画会を例年７００人定員のホー
ルで実施するところを１００人規模
の会場に変更し、定員は予め５０人
としたことにより上映委託費などの
費用削減が見込まれること。 
・入館時のアルコール消毒と検温、
マスク着用をお願いすること。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活
動や施策内容（平和学習や広島長崎等
への研修旅行についてのサポート等） 

今年度から市内全小学校が広島へ、 
一つの中学校は沖縄へ修学旅行へ 
行き、平和学習を実施します。児童は 
各学校の指導計画に基づき、平和学 
習を実施しています。また、市教委は 
平和学習についての実践例や資料等 
を提供しています。 
 

７月２４日「平和・人権展」語りつごう
平和の大切さ 
・平和・人権ポスター展 
・映画会（作品未定） 
8月 6日、9日、15日 
・黙とう呼びかけ（庁内電子掲示板） 
職員に対し、広島・長崎原爆投下
日、終戦記念日に黙とうの呼びか
けを行う。市民向けの呼びかけは
平日である 6日のみ実施する。 

常設の非核・平和資料館または施設 

戦争遺物の常設展示をしている。ま
た平和のモニュメントについても敷地
内に設置している。モニュメント等の
維持管理については、施設管理所
管のもとで実施 

モニュメントは無いが非核・平和都
市宣言の文字プレートはあり 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

市長メッセージや後援名義にて対
応。国民平和大行進においては会
場提供等を実施。 

各団体が実施する平和行進等の
受け入れ、集会参加。市長メッセー
ジ。 

予算 304,000円 平和事務 ２２６，０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

非加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

本市においては、平和首長会議の主
旨に賛同し加盟しているところであり、
非核・平和問題、核兵器禁止条約に
ついての取り組みについては、恒久的
な世界平和を実現していくなかで大変
重要なことと考えており、関係団体等
と連携し平和施策としても平和の尊さ
を後世に伝えるため交野市平和祈念
のつどい映画会や「平和の鐘」打鐘と
いった事業を実施している。 

取り組みしていない 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

取り組んでいない 取り組みしていない 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０人 把握していない 

②被災・避難者に対する対応 対象者がいないため、特になし 特になし 

放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

有 
電子式個人線量計、表面汚染線量
計、X・γ線量率計 
目的：放射線事故災害時での被爆
線量測定 

所有していない 

②自治体での所有の有無と種類 

放射線事故災害の対応機材の保
有、管理においては消防署での管理
になりますので、上記の内容となりま
す。 

所有していない 

③市民への貸出状況 実施なし  
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自治体 交野市 四條畷市 

④活用状況 

総務省消防庁での、消防・救助技術
の高度化等検討会報告書で報告さ
れている活動プランを参考に、署内
で可能な範囲で災害対応訓練を実
施。 

 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議
状況 

核実験が行われたことが判明した時
点で抗議文を送付 

２０１７年９月４日 朝鮮民主主義人
民共和国の核実験に対する抗議 
及び中止要請  

姉妹都市・友好都市との国際交流や非
核平和等に関する交流 

当市はカナダ・コリングウッド町と姉
妹都市交流を行っており、概ね２年ご
とに訪問と受け入れ事業を行ってお
りますが、非核・平和施策に関する
交流活動は行っておりません。 

三重県紀北町とドイツのメアブッシ
ュ市が友好都市で交流している
が、とくに非核平和と題しては交流
していない。 

被爆者数 ５１人 把握していない 

内認定被爆者数 ２人 把握していない 

被爆者団体名 
本市においては現在被爆者団体は
存在しておらず、被爆者等に対する
対応も実績もなし。 

活動団体なし 

被爆者援護施策 現在のところ、特になし 
 

なし 
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自治体 東大阪市 八尾市 

担当課 人権文化部人権室人権啓発課 人権政策課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

集会型事業については、定員の 
減数、常時換気、アルコール消 
毒の徹底等、感染症拡大防止に 
努めている 

コロナ禍での非核・平和啓発事業の実
施については、事業の関係者や参加
者の安全を第一に考え、対象者の数
や実施方法等を工夫しながら、感染予
防対策をしっかりと行った上で実施し
ていく。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活
動や施策内容（平和学習や広島長崎等
への研修旅行についてのサポート等） 

平和事業（資料展、映画の上映
会、講演会等）を実施予定 
 

・長崎被爆体験講話 市内小中学校
14校で実施（7月上旬予定） 
・「広島・長崎原爆パネル（非核協贈）」
を希望する市内小中学校に貸出し 
・懸垂幕の設置（8月予定） 
・黙とうの実施（8月予定） 
・公用車に平和啓発マグネットシートの
貼付け（8月予定） 
・「広島・長崎原爆パネル展」の実施
（夏頃予定） 
・八尾市の平和への取り組みパネル展
示（12月予定） 
・戦争遺跡めぐり（令和 3年秋以降予
定） 

常設の非核・平和資料館または施設 

平和の女神像、平和都市宣言記 
念碑：清掃等を職員が随時行っ 
ている平和の灯：年 1回の保守 
点検と必要な時に修繕を業者 
に依頼している 

常設の施設：平和モニュメント「光の道
しるべ」 
運営・維持管理等：維持管理は非核平
和事業担当の人権政策課で行ってい
る。 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

各団体の平和行進に協賛、市
長・議長メッセージ等を行ってい
る 

国民平和行進等に対し市長メッセージ
を送付している 

予算 平和行事経費 1,585千円 ７６５,０００円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

加盟済み 昭和 61年 4月 1日加盟 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

非核「平和都市宣言」を掲げ、平
和の重要性とこれを脅かす核兵
器の廃絶を訴えている。 
 

本市では、平和な市民生活を守るた
め核兵器の廃絶と戦争の根絶を強く
訴えるとともに平和へのたゆまぬ努力
の誓いとして 1983年に「非核・平和都
市宣言」を行っている。以来、核兵器
の恐ろしさや平和の尊さを一人でも多
くの方に知っていただくために、被爆体
験講話や戦争遺跡めぐり等の様々な
平和啓発事業を展開している。 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

予定なし 

八尾市議会は、昭和５８年１０月４日非
核・平和都市宣言を全会派一致で議
決した。また、核実験が行われた際に
は抗議文を送付している。 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 29人 
東日本大震災に係る避難者について
は把握しているが、原発事故のみの被
災者については把握できていない。 

②被災・避難者に対する対応 
被災地からの便りの郵送を行って
いる 

東日本大震災に係る避難者に対して
は、福島県からの被災者向け情報を
定期的に提供している。 

放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

有無：有（サーベイメータ ※ＧＭ
式・シンチレーション式・中性子
用・電離箱式）                         
目的：緊急消防援助隊出動時及
び市内における原子力災害に対
応するため  
 

消防本部において所有 
・空間線量計（電離箱式） ３台 
目的：ＮＢＣ災害発生に伴う放射線量
測定のため 
・空間線量計（ＧＭ計数管式）６台 
目的：ＮＢＣ災害発生に伴う放射線量
測定のため 
・表面汚染検査計（ＧＭ計数管式） １
台 
目的：ＮＢＣ災害発生に伴う放射線量
測定のため 
・個人用線量計（ポケット線量計） １８
台 
目的：ＮＢＣ災害発生に伴う放射線量
測定のため 
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自治体 東大阪市 八尾市 

②自治体での所有の有無と種類 

有無： 有（放射線測定器・線量
計（大阪府より貸与））    
目的： 近畿大学の原子力研究
所の事故に備えて配備している 

所有していない 

③市民への貸出状況 行っていない なし 

④活用状況 

消防署：訓練使用のみで、実災
害での使用実績はありません 
危機管理室：毎月の点検のみ 
 

救助工作車に積載又は庁舎内倉庫で
保管し、放射能に係る災害時に活用
するものであるが、現在において活用
実績はありません。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議
状況 

核実験等に対し、抗議文を発送 

令和 2年度については、2021年 1月
21日、在本邦アメリカ合衆国大使館
臨時代理大使あてに、2020年 11月
に実施した臨界前核実験に対して抗
議文を送付しました。 
 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非
核平和等に関する交流 

アメリカのカリフォルニア州グレン 
デール市とドイツのベルリン市ミッ 
テ区の 2都市と姉妹都市関係に 
あり。この２都市と非核平和に関 
する交流は実施しておりません 

本市は、アメリカ合衆国ワシントン州ベ 
ルビュー市、中華人民共和国上海市嘉 
定区の２市と姉妹・友好都市提携を行 
い、幅広い分野で交流を行っている。ま 
た、その他の国際交流として、大韓民 
国大邱広域市中区と青少年友好交流 
に関する協定を締結し、文化作品交流 
事業等を行っている。 

被爆者数 ２０３人 不明 

内認定被爆者数 ６人 不明 

被爆者団体名 
被爆者団体が解散したため、問合
せ等には個別対応  八尾市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 

被爆者健康診断、被爆二世健康
診断 
  
 

八尾市社会福祉関係団体育成事業補
助金（社会福祉協議会を通して、活動
に対して助成を実施。７２，０００円／
年） 
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自治体 松原市 富田林市 

担当課 市民協働部人権交流室 市民人権部人権市民協働課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

①非核平和展の体験コーナーを全
て中止し、パネル展示と資料展示の
み行う。三蜜にならないよう、展示同
士の間隔を空け、風通りをよくして換
気が出来る配置にする。啓発物品と
して作成したマスクや除菌シートを、
来場者へ配布する。 

毎年８月に開催している「平和を考え 
る戦争展」において、手指消毒や検 
温の実施をはじめ、「入場者の制 
限」、「入場者名簿の記載」などのコ 
ロナ対策を講じながら実施。 
 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

令和３年度松原市非核平和展 8月２
日（月）～８月６日（金）午前９時～午
後５時（最終日は正午まで） 松原市
役所１階市民ロビー、ピースおおさか
のパネル展示 ・堺市平和と人権資
料館所蔵のパネル展示、・竹村健一
氏著作「大阪大空襲の夜」イラストパ
ネル展示、・ふるさとぴあプラザ所蔵
資料の企画展示 ・アンケートコーナ
ー ・啓発物品の配布  

〇広島原爆の日（8/6）、長崎原爆の 
日（8/9）、終戦記念日（8/15）に市役 
所内での黙祷と広報による市民への 
呼びかけ○広島親子平和の旅（新型 
コロナウイルス感染症蔓延により、事 
業中止） 
○＜※仮内容です＞「第 37回平和を
考える戦争展」8月 13日（金）～15
（日）（展示） 
市民の遺品、戦争関連パネル等の
展示、被爆関連資料、模型展示 
（平和記念講演会）戦争体験談 
（その他）メッセージキャンパス、小学
生ポスター展示、折り鶴、被爆体験
絵本作成 
〇広島原爆の日（8/6）、長崎原爆の 
日（8/9）、終戦記念日（8/15）に市役 
所内での黙祷と広報による市民への 
呼びかけ 
○広島親子平和の旅（新型コロナウ
イルス感染症蔓延により、事業中止） 
○＜※仮内容です＞「第 37回平和
を考える戦争展」8月 13日（金）～
15（日） 
（展示）市民の遺品、戦争関連パネル
等の展示、被爆関連資料、模型展示 
（平和記念講演会）戦争体験談 
（その他）メッセージキャンパス、小学
生ポスター展示、折り鶴、被爆体験
絵本作成 

常設の非核・平和資料館または施設 

非核平和宣言都市の広告塔（市内に
７カ所設置）、平和の像（松原中央公
園に設置）維持管理は人権交流室が
行い、毎年破損等の確認をして、必要
があれば修繕を行う 

平成 7年富田林駅前において、平
和モニュメント「昴」を建立。 維持管
理については、建物保険に加入。 
 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

「原水爆禁止国民平和大行進」「関西
網の目反核平和マラソン大会」へ、市
長メッセージを送付して対応。 

「国民平和大行進」の受入れ 

予算 1,３９２千円 2,662千円   

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

日本非核平和宣言自治体協議会には
加盟していない。平和首長会議には、
平成 22年 1月 1日付で加盟。 

未加盟 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

現在加盟している平和首長会議を通
して、他市町村と共に核兵器廃絶に
向けた取り組みの推進を、日本政府
へ要請。また、非核平和展等を実施
し、市民への啓発活動に取り組んでい
る。 

（２）のとおり 
 
 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

意見書採択等の実績はなし。今後の
取組予定は未定。 

平成 30年 6月市議会において意見 
書採択。 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 １名 １人 

②被災・避難者に対する対応 
月一回程度、情報誌「みんなの手」
を避難者の住所に発送している。 

・郵便物の送付 
 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 
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自治体 松原市 富田林市 

①消防署での所有の有無と種類 

有り サーベイメータ ①α・β用１台 
②β・γ・x用１台、③γ線用１台（ほ
か総務省貸与３台）④個人・ポケット
線量計４台（ほか総務省貸与１２台） 
上記以外 α・β・γ・x線 ０台（ほ
か総務省貸与２台）、放射線下源測
定器１台（平成３０年度導入） 平成２
2年度に東日本大震災で岩手県に
緊急消防援助隊を派遣し、帰署時
に各隊員の線量測定に使用。平成２
４から令和元年度の使用実績なし。 

有 
「個人線量計ローズアイ」×６機 
「放射能測定器レッドアイ G-10,B-
20」×2機、 
「NBC災害対策用救助工作車」×1
機 
 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし 
車輛積載のため、事案があれば使
用する。 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

なし 
地下核実験や未臨界核実験等が行
われた際に抗議文を送付 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

令和２年度及び現在のところ実施な
し 

姉妹都市⇒アメリカ合衆国ペンシル
ベニア州ベスレヘム市 
友好協力関係都市⇒中華人民共和
国四川省彭州市 
上記 2市との国際交流実績あり。 

被爆者数 ６２名 ６３名 

内認定被爆者数 ５名 ２名 

被爆者団体名 

なし ※松原市原爆被害者の会につ
いては令和元年３月３１日付で解散 
団体の解散以後については実態等
を把握していない。 

富田林原爆被害者の会（現在活動
休止中） 

被爆者援護施策 
松原市原子爆弾被爆者福祉給付金
支給事業 

富田林市において、富田林市 
原爆被爆者の会が存在してお 
り、活動を停止中。 
被爆二世の方々への施策は有。国
の事業として被爆二世健康診断が
実施されており、 
各保健所が申込の受付窓口となっ
ている。 
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自治体 羽曳野市 河内長野市 

担当課 市民人権部人権推進課 総合政策部人権推進課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

例年実施しているパネル展を開催す
る予定。また、その展示模様を市ウ
ェブサイトやフェイスブック（市公式ア
カウント）へ掲載する予定。 

例年「愛・いのち・平和展」など、市民
が集まる啓発イベントを実施しており、
コロナ感染の見通しが立たないなか、
実施について検討中。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

○庁内放送により正午に１分間の黙
祷を呼びかけ 
８月６日（広島平和記念日） 
８月９日（長崎原爆の日） 
８月 15日（平和祈念） 
○平和記念公園における学校慰霊
祭や語り部にガイドしていただく「碑
めぐり」により平和学習を実施。（実
施校：広島県を修学旅行先とする市
内中学校） 
○上記平和学習がより意義あるもの 
となるよう、折り紙で作った平和メッ 
セージの展示物を制作するなど事前 
学習を実施。（実施校：同上） 
○平和ゲートボール大会（10月 28日
開催予定） 
日本国憲法が保有する平和主義の
精神について広く啓発し、平和の尊
さについて考えるきっかけとなること
を目的に開催 
○平和パネル展（８月開催予定） 
市役所ロビーにおいて、パネル展を
実施 

 
市立中学校での平和学習への支援
を予定。 
「広島原爆の日」「長崎原爆の日」
「戦没者を追悼し、平和を祈念する
日」に庁内放送により正午から１分間
の黙とうを実施予定 
黙とうの呼びかけを広報紙により市
民へ周知予定。 
小学生を対象とした「平和ポスター
展」（愛・いのち・平和展同時開催）の
開催予定。 

常設の非核・平和資料館または施設 なし 
施設はなし。非核宣言都市モニュメ
ントは市庁舎内、公民館等公共施設
に設置 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

平和行進等へのメッセージの送付 
国民平和大行進に市長メッセージを
送付し、集合場所の貸出。 

予算 ２７５，０００円 ３６３千円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

各種啓発事業を通じて市民の平和
意識の高揚を図っている 平和首長会議を通じての取り組み 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

今後の取り組みについては検討中  

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ４名 ０名 

②被災・避難者に対する対応 
避難者専用登録情報システムへの
情報登録  

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

あり 
・空間線量計：ＧＭ管式 
・表面汚染検査計：ＧＭサーベイメー 
ター 

所有あり 
種類は個人・表面・空間線量計 15台 
目的は、核物質、放射線同位元素
災害対応訓練及び発生時。 

②自治体での所有の有無と種類 なし 

有り 
種類は、環境放射線モニタ 8台、判
定キット４台 
目的は放射線関係災害時等に使用。 

③市民への貸出状況 なし 
市民への貸出は実施していない 
申し込み方法 実施なし 
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自治体 羽曳野市 河内長野市 

活用状況 なし 

消防署での活用状況： 
NBCR災害対応訓練で年複数回使
用 
自治体での活用状況： 
放射線関係災害時等に使用（未発
生のため、現場使用はなし） 
平時と災害発生時のデータ比較の
ため、市内の測定を実施 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

日本非核宣言自治体協議会及び平
和首長会議加盟国として抗議をおこ
なっている 

平成２９年９月の北朝鮮の核実験、
令和３年１月のアメリカ合衆国の核実
験等に対して厳重に抗議いたしまし
た。 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

１９９５年６月より、オーストリア共和国 
ウィーン市１３区ヒーツィングと友好交 
流都市協定を締結。 
友好交流都市協定締結の周年事業 
として、羽曳野市ウィーン展＆特別平 
和展の実施や市民団体による親善訪 
問団の派遣、駐日大使を招いた歓迎 
式典を実施している。 

１９９４年にアメリカ合衆国カーメル市
との姉妹都市提携を結び、カーメル
市、河内長野市双方から交流使節
団や市民交流派遣団が派遣され交
流を重ねたほか、児童・生徒の絵画
交換、アートフェスティバル参加な
ど、市と河内長野市国際交流協会
（KIFA）が共同し、様々なイベントや
活動を通じてカーメル市についての
理解を深めている。 

被爆者数 ５６名 ５７名 

内認定被爆者数 １名 ５７名 

被爆者団体名  河内長野市原爆被害者の会 

被爆者援護施策  相談員の配置、健診の推進 
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自治体 柏原市 藤井寺市 

担当課 人権推進課 市民生活部協働人権課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

・8月 21日～23日「柏原市平和
展」を開催予定 
・密にならないよう一カ所に長時
間滞留することの無いレイアウト
づくり 
 

現時点では平和展の実施を予定して
いるが、新型コロナウイルス感染拡大
の状況により、事業の縮小開催、中止
等も検討する必要あり 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活
動や施策内容（平和学習や広島長崎等
への研修旅行についてのサポート等） 

・8月 21日～23日「柏原市平和
展」の開催案内の送付 
・終戦記念日に係る黙とう（庁内
アナウンス）の呼びかけ 
・市立認定こども園・保育所・幼稚
園の園児による平和メッセージカ
ードの作成 
・平和行進への協力 

平和展の開催（８月）、広報紙（８月号）

にて平和特集記事を掲載 

常設の非核・平和資料館または施設 なし なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

・平和行進への協力 
 

・毎年８月に市内人権団体との共催で
平和展を開催 
・平和行進を実施している団体に対し
て、激励の挨拶、懇談会を実施 

予算 当初予算 1,292千円（平和事業） 
市内人権団体に、人権啓発事業・平
和事業等の事業補助金を交付（１２８
万円） 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

なし 未加盟 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

なし なし 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

 なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 なし なし 

②被災・避難者に対する対応 なし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 なし 有り（複数種類所有） 

②自治体での所有の有無と種類 なし 
シンチレーション式サーベイメータによ
り、空間放射吸収線量を測定し、測定
結果をホームページに掲載 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議
状況 

市単独の抗議は行っていない（平
和首長会を通じて実施） 

・平成２２年９月 アメリカネバダ州臨界
前核実験に対する抗議文送付 
・平成２５年２月 挑戦民主主義人民
共和国核実験に対する抗議文送付 
・平成２８年１月 朝鮮民主主義人民
共和国水爆実験に対する抗議文送付 
・平成２８年９月 朝鮮民主主義人民
共和国核実験に対する抗議文送付 
・平成２９年９月 朝鮮民主主義人民
共和国核実験に対する抗議文送付 
・平成３０年１０月 アメリカネバダ州臨
界前核実験に対する抗議文送付 
・令和元年５月 アメリカネバダ州臨界
前核実験に対する抗議文送付 
・令和３年１月 アメリカネバダ州臨界
前核実験に対する抗議文送付 
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自治体 柏原市 藤井寺市 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非
核平和等に関する交流 

姉妹都市・新郷市（中国）との交流
について、訪問などの交流は現在
ございませんが、河南省外事弁公
室より、令和 2年にマスクを寄贈い
ただいたほか、令和 3年には河南
省国際友好都市交流展で、柏原
市の風景や文化等に関する紹介を
してくださると連絡があり、展示用
のデータ資料を提供いたしました。 

 

被爆者数 １９人 

藤井寺市原爆被害者の会が、2014
年 3月 31日付で解散されたため不
明） 

内認定被爆者数 １９人 

被爆者団体名 柏原市原爆被害者の会 

被爆者援護施策 なし 
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自治体 大阪狭山市  太子町 

担当課 市民相談・人権啓発グループ 総務部住民人権課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

・例年７月頃に実施している平和研
修（バスツアー、フィールドワーク）に
ついては、新型コロナウイルスの拡
大状況も鑑みて、６月から７月にかけ
てオンラインを交えたワークショップ
形式で実施予定。 

財政難やコロナ禍による影響なし 

 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活
動や施策内容（平和学習や広島長崎等
への研修旅行についてのサポート等） 

平和研修について、小学校５年生か
ら高校生までを対象として、学校を
通じて、事業のチラシを配布して、
参加への周知を呼びかけ。 
市の広報誌等で８月６日、９日、１５
日に黙とうを呼びかけ。 

終戦記念日の１分間黙祷 
 

常設の非核・平和資料館または施設 なし なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

・大阪狭山ライオンズクラブが主催
する「国際平和ポスターコンテスト」
の後援 
・国民平和大行進大阪実行委員会
が主催する平和行進へメッセージの
発信 

現在予定なし 

予算 
396,000円（大阪狭山市人権協会
平和事業費から支出） 

人権団体に、人権啓発事業や平和事
業等の事業補助金として８０７,000円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

現在未加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り組
み状況 

・本市は、昭和６０年７月４日に、核兵
器廃絶・平和都市宣言を行い、この
宣言に基づき、「平和を考える市民
のつどい」や「夏休みこども平和スタ
ディツアー」などの平和事業を毎年
開催し、市民の方に戦争の悲惨さ、
平和の尊さを強く訴え続けていま
す。また、これまでも、他国が行った
核実験等に対して、厳重に抗議する
とともに、今後の核実験と核兵器開
発の即刻中止を求める抗議文を出
してきました。さらには、平成２２年１
月から平和首長会議に加盟し、２０２
０ビジョンを推進し、多くの人々の尊
い生命や財産を奪い去る核兵器の
廃絶と世界恒久平和の実現を訴え
続けています。広島と長崎に原子爆
弾が投下されて今年で７５年となりま
すが、核兵器禁止条約の趣旨を理
解するとともに、世界唯一の原子爆
弾による戦争被爆国として、また被
爆者が暮らす国として、地球上に再
び広島・長崎の惨禍を繰り返すこと
のないよう、力を合わせて強く訴え続
けることが必要であると認識していま
す。今後も、人類共通の願いである
核兵器の廃絶と世界恒久平和の実
現を強く願う市民の機運の醸成に努
めてまいります 

現状対応なし 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・
批准を求める、貴自治体の議会での意
見書採択等、今後なさる予定 

未定 
現状対応なし、今後の予定なし 
 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ０名 なし 

②被災・避難者に対する対応 なし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種類、
活用状況 
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自治体 大阪狭山市  太子町 

①消防署での所有の有無と種類 
消防署を堺市に委託しているため
市で消防署を保有していない 

個人線量計 13台 
表面線量計 2台、 
空間線量計 4台 計 19台 
（富田林消防本部） 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議
状況 

・平成３０年（2018年）１０月に米国
の核実験（2017年実施分）に対し
て抗議文を送付 
・令和元年（2019年）５月に米国の
核実験（2019年実施分）に対して
抗議文を送付 
・令和３年（2021年）１月に米国の
核実験（2020年実施分）に対して
抗議文を送付 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非
核平和等に関する交流 

・1974年の姉妹都市提携後、親善
訪問団や派遣学生などの相互交流
をしています。 

なし 

被爆者数 不明 １人 

内認定被爆者数 
３２名（2020年度被爆者見舞金支
給者数） １人 

被爆者団体名 大阪狭山市原爆被爆者の会 なし 

被爆者援護施策 被爆者見舞金支給給付事業 太子町心身障害者(児）等給付金(４５
００円/年） 
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自治体 河南町 千早赤阪村 

担当課 住民部人権男女共同社会室 総務課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治
体における非核・平和施策を実
施される上での問題点や工夫さ
れた点 

平和を考える町民の集い映画会につ
いては、今年度は検討中です。 
 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への啓発
活動や施策内容（平和学習や広島長
崎等への研修旅行についてのサポー
ト等） 

「平和を考えるパネル展」 ８月中頃 
「平和を考えるビデオ上映」８月中頃 
 
 

小中で戦争の悲惨さを伝える授業を
行っている。また、中学校は修学旅
行の行き先を広島か長崎にしてお
り、そこで平和学習を行っている（今
年度は広島） 

常設の非核・平和資料館または施設 なし 施設なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

なし 
一昨年度、村長からのメッセージを
代表者に送付（国民平和大行進） 

予算  ２３０，０００円（見込み） 予算計上なし 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

未加盟 

 
加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問
題、核兵器禁止条約についての取り
組み状況 

なし 一昨年度、平和写真パネル展を実
施 

政府に対して核兵器禁止条約の署
名・批准を求める、貴自治体の議会
での意見書採択等、今後なさる予定 

なし なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 把握していません ０人 

②被災・避難者に対する対応 把握していません ０人のため対応なし 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 なし 所有なし 

②自治体での所有の有無と種類 なし 所有なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗
議状況 

未実施 特になし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や
非核平和等に関する交流 

なし 特になし 

被爆者数 

把握していない 

不明 

内認定被爆者数 不明 

被爆者団体名 なし 

被爆者援護施策 なし 
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自治体 和泉市  泉大津市 

担当課 
総務部 人権・男女参画室人権男女
参画担当 

総合政策部人権くらしの相談課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

コロナ渦の下、昨年度は中止となった 
千羽鶴展を観覧の際のマスクの着用 
を呼びかける等して実施予定。また、 
換気を十分に行い、3密を避けた手法 
で平和映画会、平和パネル展や語り 
部の話を聴く会も実施予定。 
 

例年中学生を対象に修学旅行等に
おける平和学習に加え、修学旅行
前の平和をテーマとした講演会を、
また、修学旅行後には戦没者遺族
会等との事後学習を展開していた
が、コロナ禍により修学旅行が中止
となったため、今年度より中学生の
夏の平和登校日に合わせて平和学
習（講演会）と、遺族会の方に子ども
の頃の体験談を語っていただく予定
としている。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発

活動や施策内容（平和学習や広島長

崎等への研修旅行についてのサポー

ト等） 

○市民公募による「和泉市人権平和事
業実行委員会」と連携・協働で実施 
〔予定〕 
・平和千羽鶴展(7月～8月) 
・平和映画会(8月) 
・平和パネル展・語り部(11月) 
・平和市民研修(3月) 
○平和啓発ビデオの購入とその貸し
出し 
○市民から寄贈いただいた戦時用備
品の貸し出し 
 

平和メッセージ展…市内の幼稚園・ 
保育所・認定こども園、小学生を中心 
に、平和を願うイラストをうちわに描 
いていただき、展示する。(７月１３日 
（火）～２０日（火）アルザ泉大津２階 
回廊にて) 
平和パネル展…平和に関するパネ 
ルを展示。（８月２日（月）～６日（金） 
市役所１階ロビーにて） 
平和メッセージ展、平和パネル展に 
て「戦没者遺族会」に一部展示スペ 
ースの提供○こども平和学習会…中 
学生の夏の平和登校日に合わせて 
平和学習（講演会）と、遺族会の方 
に子どもの頃の体験談を語っていた 
だく。 
サイレン吹鳴…戦争で犠牲となった 
人々に対する鎮魂、また、全世界か 
ら戦争と核兵器の永久追放を願い、 
市役所のサイレンを 1分間吹鳴する 
（８月６日（金）、９日（月）、15日（日）） 

常設の非核・平和資料館または施設 
被爆石のモニュメントは市役所前に設
置、人権・男女参画室が管理している 

非核平和柱等を市内各所に８カ所
常設。 
非核平和啓発看板を市役所庁舎外
壁に掲出。 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

市民公募による「和泉市人権平和事業
実行委員会」と連携・協働で実施 
〔予定〕・平和千羽鶴展(7月～8月) 
・平和映画会(8月) 
・平和パネル展・語り部(11月) 
・平和市民研修(3月) 
平和啓発ビデオの購入とその貸し出し  
市民から寄贈いただいた戦時用備品の
貸し出し  
反核平和マラソン、国民平和大行進、
非核・平和行進に市長メッセージ、飲料
提供等 

平和行進団体へメッセージ送付 

予算 1,205,000円 374千円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

未加盟 非加盟 

首長や自治体としての非核・平和問

題、核兵器禁止条約についての取り

組み状況 

なし 
本市の平和事業は、昭和５９年７月
に非核平和都市宣言を行い、その
趣旨に基づき事業を行っている 

政府に対して核兵器禁止条約の署

名・批准を求める、貴自治体の議会

での意見書採択等、今後なさる予定 

なし 現状取り組み実績なし 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 ３４人（令和 3年５月１日現在） 現在０人（過去に１人） 

②被災・避難者に対する対応 
避難者支援情報（大阪弁護士会とりま
とめ）を月１回郵送 

当時、上下水道料金６か月分無料 
有料ゴミ袋 60枚支給 
毛布支給 
小・中学校受け入れ 
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自治体 和泉市  泉大津市 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活
用状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

空間線量計５台、表面汚染線量計１台
（国からの貸与分含む） 災害発生時
の消防活動に使用するため 

個人線量計７個、空間線量計１台、
表面汚染検査計１台を特殊災害に
対応するため所有（NBC災害対応
資機材） 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗

議状況 

平成２９年９月２９日朝鮮民主主義人民
共和国の核実験について抗議文を送
付 

核実験・ミサイル発射等について抗
議文を提出。直近では令和 3年 1
月 20日付けで、アメリカ合衆国が行
った臨界前核実験に対し、同国政府
宛てに抗議文を送付した。 

姉妹都市・友好都市との国際交流や

非核平和等に関する交流 
なし 

国際交流として、オーストラリアのグ
レーター・ジローン市と中学生の相互
派遣をおこなっているが、非核平和
に関する交流は行っていない。 

被爆者数 市として実数は把握していない 本市では把握しておりません 

内認定被爆者数 市として実数は把握していない 本市では把握しておりません 

被爆者団体名 なし 

令和３年３月に原爆被害者の会は解
散、被爆者の方等から相談等があっ
た場合は、元原爆被害者の会の役
員の方々へつなぐなどの体制をとっ
ている。 

被爆者援護施策 なし なし 
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自治体 高石市 忠岡町  

担当課 総務部人権推進課 企画人権課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

原水爆禁止国民平和大行進及び非核 
・平和行進について、新型コロナウイル 
ス感染防止対策のため、参加人数を減 
らしていただく。また湯茶の接待も紙コ 
ップに入れたものではなく、ペットボトル 
をお渡しする。 

展示会場出入口での消毒等を実施
し、密を避ける案内表示等を掲示。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発

活動や施策内容（平和学習や広島長

崎等への研修旅行についてのサポー

ト等） 

・「非核平和都市宣言」啓発塔の常設
（庁舎前） 
・『高石市非核平和展』（忘れないで平
和の尊さ）の開催（７月 26日～８月 11
日） 
（小学６年生などから寄せられた「平和
ハガキ（約 500枚）」の展示、非核・平
和に関する写真等パネルの展示、平
和に関連するＤＶＤの映写、小中学校
において実施された戦争の語り部事業
のＤＶＤ上映等 
・懸垂幕『核兵器のない 平和な世界
をめざそう』の掲示（８月の１ヶ月間） 
・広報紙（８月号）の人権のページに、
非核・平和に関する特集を掲載 
・関係機関から送付されたポスター、チ
ラシ等の掲示・配布 
・反戦、非核・平和に関するビデオなど
視聴覚教材の貸し出し 
・平和を祈念し、市職員及び来庁者に
黙とう（８／６、９）の実施呼びかけ（広
報紙で市民に対し黙とうへの協力を広
く呼びかける） 
・戦争の語り部事業（小中学校におい
て、語り部による戦時体験の講話会の
実施） 
※平和学習や広島長崎等への研修旅
行についてのサポート等は実施してお
りません。 

子ども[幼児から中学生]ピース大阪
バスツアーを実施予定。平和の作品
展予定、非核平和図書コーナーの設
置予定。８月１５日町長の平和祈念メ
ッセージ、平和の鐘打鐘予定。 

常設の非核・平和資料館または施設  なし 
非核平和モニュメントの設置（管理；
総務課）、非核平和啓発横断幕の
掲示（庁舎前面 15ｍ） 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動
への後援・施策や対応 

原水爆禁止国民平和大行進 メッセー
ジ、協賛金、湯茶等の対応 
非核・平和行進 メッセージ、協賛金、
湯茶等の対応 

平和行進、平和マラソン等に対する
受け入れと支援を行う予定。 

予算  ２４３千円 204，000円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟
状況 

加盟 加盟済 

首長や自治体としての非核・平和問

題、核兵器禁止条約についての取り

組み状況 

首長によるヒバクシャ国際署名及び日 
本非核宣言自治体協議会に加盟。また 
広報紙記事掲載や、『高石市非核平和 
展』等の開催を通じて非核・平和問題、 
核兵器禁止条約について市民に周知 
する。 

昭和６１年「手をつなごう、非核で世
界の人々と」というフレーズで、非
核・平和都市宣言を行うとともに、新
庁舎に平和の鐘モニュメントを設置
するなど、核兵器のない社会づくり
は必須との認識をしています。 

政府に対して核兵器禁止条約の署

名・批准を求める、貴自治体の議会

での意見書採択等、今後なさる予定 

平成 30 (２０１８) 年に第１回高石市議
会定例会において、「核兵器禁止条約
の日本政府の署名と批准を求める意
見書」が可決されました。 

国の批准状況等も考慮しながら、引
き続き、近隣市町と連携して取り組
む予定。 
 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 

・避難指示区域（解除済みを含む）か
らの避難者は 0人 
・高石市内への東日本大震災による避
難者は６名（届出のあった数） 

現在は０人 

②被災・避難者に対する対応 避難者支援情報に関する資料の郵送 
学校への編入も含めて対応してい
きます 

放射線測定器の所有の有無及び種
類、活用状況   
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自治体 高石市 忠岡町  

①消防署での所有の有無と種類 
本市消防委託先である堺市消防局に
おいて、表面汚染検査計３０台、空間
線量計４２台を所有 

所有あり 

②自治体での所有の有無と種類 放射線測定器を所有していない 所有なし 

③市民への貸出状況 
本市において所有していないため、貸
出していない 

貸出なし 

④活用状況 本市において所有していない 現在のところ、使用実績はなし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗

議状況 
令和２年度の抗議の件数は０件です 

日本非核宣言自治体協議会等と連
携し、核兵器のない社会を目指す
ため、いかなる実験に対しても抗議
文を、実施国首長、在日大使・領事
に送付しています。 

姉妹都市・友好都市との国際交流や

非核平和等に関する交流 

高石市は、1981年 10月 29日にアメリ
カ合衆国カリフォルニア州ロミタ市と姉
妹都市提携いたしました。そして、学生
の派遣・受入を隔年で行ったり、KIX泉
州国際マラソンにおいて、ロミタ市より市
民ランナーを招聘しております。 
なお、非核平和に関する交流は行って
おりません。 

青少年交流やスポーツ交流を中心
に実施する中、多文化交流を通じ
て時代を担う世代に世界平和の考
え方の涵養を図っています。 

被爆者数 ３２（被爆者健康手帳所持者数） 把握していない 

内認定被爆者数 ３ 把握していない 

被爆者団体名 

本市において該当団体なし（二世の会
や三世の会を含む）。また団体がない
場合の、被爆者に対する市独自の対
応については行っておりません。 

原爆被爆者の会 

被爆者援護施策 
被爆者及び二世、三世の方に対する
市独自の援護施策はございません。 

被爆者援護施策において住民票等
の諸証明が必要な場合、無料交付
の検討する予定 
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自治体 岸和田市 貝塚市 

担当課 市民環境部自治振興課 都市政策部人権政策課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観
点から、密になる恐れのある事業の内
容変更や中止を行った。 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活

動や施策内容（平和学習や広島長崎等

への研修旅行についてのサポート等） 

子ども平和映画会を 6/19に岸和田市
立文化会館（マドカホール）にて開催。 
小学生対象に映画を上映。（あした元
気になーれ！） 
平和行進湯茶接待（市役所新玄関） 
巡回平和パネル展 写真パネルを展
示し、平和啓発を行う。 
テーマ：ノーベル平和賞を受賞した「ア
イキャン」って？ 
06月 02日(水) ～ 06月 08日(火) 山
直市民センター  →06 月 09 日(水) 
～ 06月 15日(火) 東岸和田センター  
→06月 16日(水) ～ 06月 22日(火) 
桜台市民センター →06 月 23 日(水) 
～ 06月 29日(火) 八木市民センター  
→06月 30日(水) ～ 07月 06日(火) 
市役所新玄関 →07 月 07 日(水) ～ 
07月 13日(火) 春木市民センター  
非核平和資料展（8/4～8/8 岸和田
市立自泉会館）中村哲医師に関する
パネル、原爆に関するパネル、戦時中
の現物資料等を展示し、平和啓発を
行う。また平和に関する映画の上映な
どを実施予定。 
ピースネット 国立長崎原爆死没者追
悼平和祈念館・公益財団法人長崎平
和推進協会が学校向けに無料で実施
しているピースネット事業（長崎県在住
と被爆者がインターネットテレビ会議シ
ステムを通じて小学校児童に被爆体
験を語る）を岸和田市立小学校５校対
象に実施予定。 

・関係機関からのポスターやチラ
シの掲示・配布 
・「貝塚市平和教育基本指針」に
基づき、各学校が平和教育に組
織的・計画的に取り組む。 
・全小中学校で夏季休業中に平
和登校を実施予定。 
・小学校は広島、中学校(１校を
除く)は長崎・沖縄への修学旅行
で反戦・平和を学習 
（今年度は、全小学校と、５中学
校のうち３校で実施予定） 
・原爆死没者の慰霊・平和祈念
の黙とう 
・平和記念像・核兵器廃絶平和
宣言都市碑・「平和のともしび」
像 ・折り鶴 
 

常設の非核・平和資料館または施設 平和モニュメントあり なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

平和行進湯茶接待（市役所新玄関） 平和行進へのメッセージや激励 

予算 平和推進事業 1,7１７千円 
人権啓発事業と捉えた予算とし
ていることから、本施策に対し
て、明確に定めていない 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問

題、核兵器禁止条約についての取り組

み状況 

具体的な取組は行っていない 

・関係機関からのポスターやチラ
シの掲示・配布 
・「貝塚市平和教育基本指針」に
基づき、各学校が平和教育に組
織的・計画的に取り組む。 
・全小中学校で夏季休業中に平
和登校を実施予定。 
・小学校は広島、中学校(１校を
除く)は長崎・沖縄への修学旅行
で反戦・平和を学習 
（今年度は、全小学校と、５中学
校のうち３校で実施予定） 
・原爆死没者の慰霊・平和祈念
の黙とう 
・平和記念像・核兵器廃絶平和
宣言都市碑・「平和のともしび」
像 ・折り鶴 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・

批准を求める、貴自治体の議会での意

見書採択等、今後なさる予定 

特になし 予定なし 
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自治体 岸和田市 貝塚市 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 該当なし 正確に把握できていない 

②被災・避難者に対する対応 該当なし 
把握出来ている対象者について
「お知らせ」等を配布 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用
状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

ポケット線量計 
活動隊員の外部被ばくを管理するた
め。 
ＧＭ計数管式（空間）、 
空間放射線量、γ、βを測定 
ＧＭ計数管式（表面） 
ポケットサイズ放射線測定器、表面汚
染検査計（活動後の隊員の表面汚染
を策定） 

所有の有無：有（貸与含む） 
種類：個人警報線量計（ｘ－γ
線） ＧＭ管式空間線量率計（ｘ
－γ線） ＧＭ管式表面汚染検
査計 ＧＭ管式サーベイメータ― 

（βーγ線） 
目的：テロ対策活動用 緊急消

防援助隊活動用 

②自治体での所有の有無と種類 特になし なし 

③市民への貸出状況 特になし なし 

④活用状況 
放射線測定器を使用する事案がなけ
れば基本活用はないが、定期的に点
検は行っている。 

事案が発生して使用するので、
取扱い訓練以外、使用実績はな
い 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議

状況 
特になし なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非

核平和等に関する交流 

中国（広東省汕頭市、上海市楊浦
区）、アメリカ（サウスサンフランシスコ
市）、韓国（ソウル特別市永登浦区）と
姉妹・友好都市を締結し、文化・スポ
ーツ交流、現地生活体験などの青少
年海外派遣事業もおこなっています。
非核平和に関する直接的交流はおこ
なっておりません。 

姉妹都市米国カルバーシティ市 
との間で、かいづか国際交流協 
会(KAIFA)などによる市民主体の 
国際交流をおこなっている。 
 

被爆者数 ６１人 ２２名（被爆者見舞金受給者数） 

内認定被爆者数 把握できていない 0名 

被爆者団体名 
岸和田市原爆被害者の会（通称：はづ
き会） 

なし（貝塚市原爆被害者の会は
平成２８年４月２４日解散） 

被爆者援護施策 
見舞金（一人当たり１万円/年） 
二世や三世に関する施策は行ってい
ません。 

被爆者見舞金 
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自治体 泉佐野市 泉南市 

担当課 市民協働部 人権推進課 総合政策部人権推進課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体
における非核・平和施策を実施さ
れる上での問題点や工夫された点 

例年、反戦・平和のアニメ映画会を
開催しているが、コロナ禍の下、開催
出来るか未定。 

①非核平和の集い ８月７日（土）
午後２時～４時半 泉南市総合福
祉センター 映画上映「夕凪の街 
桜の国」 ※泉南市人権啓発推進
協議会等と共催で実施②懸垂幕
の掲示 ８月１日（日）～８月３１日
（火） 市役所壁面 ③ビデオ上映 
８月２日（月）～８月１３日（金） 市
役所玄関ロビー 「平和継承 DVD 
現在（いま）を生きる子供たちへ語
り継ぐ「私たちの戦争体験」 第１回
目：午前１０時～ 第２回目：午後 3
時～④非核平和図書コーナー及
び非核平和写真   市立図書館 
 ８月１日（日）～８月３１日（火）※
月曜休館 
⑤ビデオ上映 「ウミガメと少年」８
月７日（土）午後２時～ 市立青少
年センター   

児童、生徒、住民及び職員への啓発活

動や施策内容（平和学習や広島長崎等

への研修旅行についてのサポート等） 

「平和を考える集い（映画会）、反戦・
平和に関するアニメ上映」、市広報へ
の関連記事の掲載、庁内放送での
“黙とう”の呼びかけ。 

なし 

常設の非核・平和資料館または施設 
庁舎敷地内に被爆したアオギリの種
から育てた木と記念碑を設置してい
る。 

なし 

住民や団体が実施するピースフェス
タ、国民平和大行進等、草の根運動へ
の後援・施策や対応 

「反核・平和のつどい」「反戦の夕べ」
への後援、平和大行進出発式等で
の激励の挨拶 

なし 

予算 
非核平和施策に特化した予算はな
し 非核平和の集い一式 320,000円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状
況 

未加盟 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問

題、核兵器禁止条約についての取り組

み状況 

泉佐野市は、1985年に「非核平和都
市宣言」を行い、2010年 6月に「平和
首長会議」に加盟している。原水爆禁
止に関する団体への市長メッセージ、
非核・平和署名への会場の提供を行
う。 

１９８４年１２月２６日「非核平和都市
宣言」今後も宣言に基づいた取り
組みの実施 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・

批准を求める、貴自治体の議会での意

見書採択等、今後なさる予定 

泉佐野市は、平成 30年 3月 23日
に「核兵器廃絶に向けて核兵器禁止
条約の署名等の具体的取組を求め
る意見書」の意見書を市議会で採択
している。今後の取り組みについて
は、未定。泉佐野市は、平成 30年 3
月 23日に「核兵器廃絶に向けて核
兵器禁止条約の署名等の具体的取
組を求める意見書」の意見書を市議
会で採択している。今後の取り組み
については、未定。 

１９８４年１２月２６日「非核平和都市
宣言」今後も宣言に基づいた取り
組みの実施 
 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 0人 ０人 

②被災・避難者に対する対応 特になし なし 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用
状況 

  

①消防署での所有の有無と種類 なし  ※大阪府から貸与 
放射線測定器はあり 
緊急・災害援助（国から対応） 
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自治体 泉佐野市 泉南市 

②自治体での所有の有無と種類 なし  ※大阪府から貸与 なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議

状況 
なし 状況等により実験実施国へ抗議文

の送付を実施 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非

核平和等に関する交流 

泉佐野市は「泉佐野市国際都市宣
言」の精神に基づき、下記、海外都市
と友好交流を実施しています。 
友好提携都市：友好都市提携を締
結している都市（締結日順） 
①中国上海市徐匯区（1994年 10
月 21日）②モンゴル国トゥブ県
（2013年 7月 27日）③中国四川省
成都市新都区（2017年 6月 5日） 
④ウガンダ共和国グル市（2017年 7
月 18日）⑤中国上海市宝山区（2017
年 11月 8日）⑥ブラジル連邦共和国
サンパウロ州マリリア市（2018年 11月
13日）⑦中国山東省聊城市東阿県 
（2019年 3月 24日）⑧中国山東省
威海市（2019年 10月 16日）⑨ベト
ナム社会主義共和国ビンディン省 
（2019年 10月 21日） 
友好関係都市：友好都市提携を締
結していないが、友好関係にある都
市①オーストラリア連邦 クイーンズ
ランド州サンシャインコースト 
泉佐野市国際都市宣言（２０１７年３
月２３日） 
関西国際空港は、1994年（平成 6
年）9月 4日、わが国初の完全２４時
間運用が可能な国際拠点空港とし
て、泉佐野市沖に開港しました。この
ことにより、市民にとって世界はより身
近になり、本市ではグローバル化や
多文化共生に対応したまちづくりな
ど、国際化の推進に努めてきました。
世界に開かれた関西国際空港の玄
関都市として、さらなる国際化を積
極的に推進するため、ここに「国際都
市」を宣言します。 
１．市民の国際理解をさらに進めま
す。２．海外の友好都市との多分野
にわたる交流を進めます。３．在住外
国人が暮らしやすいまちづくりを進め
ます。４．おもてなしの心を持って訪
日外国人を迎えます。５．人々が異
文化を知り、分かち合い、互いの個
性を認めて活躍できる環境をつくり
ます。 
非核平和に関する交流はありません。 

なし 

被爆者数 把握していない 不明 

内認定被爆者数 把握していない 不明 

被爆者団体名 泉佐野原爆被害者協議会 泉南市原爆被害者の会（２０１７年
高齢の為解散しとなりました） 

被爆者援護施策 特になし 不明 
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自治体 阪南市 熊取町 

担当課 総務部人権推進課 人権・女性活躍推進課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

従前から実施している非核平和
パネル展のような予算を必要とし
ない施策を行っています。また、
コロナ禍の下で実施した昨年の
パネル展については、密になる
のを防ぐため、従前よりパネルの
間隔をできるだけ広げて展示を
行いました。 

・例年、住民参加型の平和フィールド
ワーク（平和関連施設等訪問）を実
施しているが、大人数でのバス移動
となることから、新型コロナウイルス
感染症予防のため中止するなど、事
業実施が難しい点 
・今回は新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、人数を限定し、プ
ログラムの内容を変更するなどして
戦没者等合同追悼式を開催予定。 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活動

や施策内容（平和学習や広島長崎等への

研修旅行についてのサポート等） 

８月４日から８月１０日まで市役所ロ
ビーにて非核平和パネル展を、8
月 15日には防災無線にて市内全
域に黙祷の実施を呼びかけ、正午
にサイレンを鳴らす予定です。ま
た、当課で所有している非核・平
和関連の啓発 DVD を随時貸し出
ししています。 

平和パネル・ポスター展（8/7～
8/11）・戦没者等合同追悼式（11/14
開催予定）各校において、年間指導
計画に基づき、発達段階に応じて各
教科や領域の中で、平和学習及び
非核についての学習に取り組んでい
る。 

常設の非核・平和資料館または施設 

非核宣言都市モニュメントを市
役所敷地内に設置しています。
常設の非核・平和資料館はあり
ません。 

なし 

住民や団体が実施するピースフェスタ、
国民平和大行進等、草の根運動への後
援・施策や対応 

民主・リベラル泉州地域平和人
権連帯会議が主催する非核・平
和行進に協賛金を、原水爆禁止
泉佐野・泉南地区協議会に賛助
金を市及び市議会から支出して
います。 

反核・平和のつどい」「反戦の夕べ」
への後援        

予算 0円 

・戦没者等遺族援護事業７８１千円 
・泉佐野原爆被害者協議会 熊取地
区補助金 33千円、 
・平和推進事業１４９千円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状況 加盟していません 加盟していない 

首長や自治体としての非核・平和問題、

核兵器禁止条約についての取り組み状況 

「非核三原則」の堅持を政府に
強く求め、核兵器の廃絶を全世
界に訴えるために「非核平和都
市宣言」をしています。 

「核兵器の廃絶と軍縮を願う平和都
市宣言」（昭和 59年 12月）をおこな
い、その趣旨に基づき、平和パネル
展などの事業を実施しています 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・批

准を求める、貴自治体の議会での意見書

採択等、今後なさる予定 

平成２７年市議会第１回定例会
において「核兵器のない世界に
向けた法的枠組み」構築への取
り組みを求める意見書を可決し
ています。 

平成 29年 6月 21日に「国連での
核兵器禁止条約制定交渉会議に日
本政府が参加し、条約制定に主導
的役割を果たすことを求める意見
書」を可決  

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 0人 ２人 

②被災・避難者に対する対応 
対応や具体的な施策等は行って
いません。 

大阪府下避難者支援団体等連絡協
議会（ホッとネットおおさか）からの情
報誌を毎月１回避難者へ発送してい
る。 

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用状
況 

  

①消防署での所有の有無と種類 

所有：有 
種類：空間線量計、表面汚染検
査計、個人用線量計 
目的：災害時の放射線量を測定
するため 

1、ポケットサーベイメータ 
2、GMサーベイメータ 
3、電離箱式サーベイメータ 
4、シンチレーションサーベイメータ 
5、中性子サーベイメータ 
有事の際に消防活動等を行う際の、
放射能の測定及び隊員の安全管理
のため 
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自治体 阪南市 熊取町 

②自治体での所有の有無と種類 なし 

1、個人線量計(γ線） 
2、ＧＭサーベイメータ 
3、電離箱式サーベイメータ 
4、シンチレーション式サーベイメータ 
5、中性子サーベイメータ 
※放射線測定機材 

③市民への貸出状況 行なっていない 貸出実績なし 

④活用状況 なし 
有事の際の備え、配備のため所有す
るもの。日常点検及び訓練にて使用 
※活用実績なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議状

況 

平成２９年９月３日の北朝鮮によ
る６度目の核実験について、９月
４日に北朝鮮に対し、今後すべ
ての核兵器及び既存の核兵器
開発計画を放棄するよう強く抗
議するために抗議文を提出して
います。 

なし 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非核

平和等に関する交流 
なし 

姉妹都市との国際交流： 
オーストラリア・ミルデューラ市と相互
に青少年を派遣 
非核平和に関する交流：なし 

被爆者数 

把握していません 

把握していない 

内認定被爆者数 

泉佐野保健所で認定を行っており、
情報提供も受けていないため把握し
ていない 

被爆者団体名 
泉佐野原爆被爆者協議会熊取地区
会 

被爆者援護施策 行っていません 団体への補助金の交付 
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自治体 田尻町 岬町 

担当課 
総務部企画人権課人権・男女共生
室 

総務部 人権推進課 

財政難やコロナ禍の下、貴自治体に
おける非核・平和施策を実施される
上での問題点や工夫された点 

町立中学校では、例年、修学旅行で
沖縄県を訪れ、激戦地だった現地で
語り部の方から戦争体験を聞く、事
前事後学習をするなど平和学習に
力を入れている。しかし本年度も、コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点
から沖縄県訪問がかなわなかった。
阪神淡路大震災の被害が大きかっ
た淡路島で、震災状況や防災につ
いて学ぶ予定。災害がなく安心して
暮らせることも平和につながるものと
考える。 

特になし 

児童、生徒、住民及び職員への啓発活動

や施策内容（平和学習や広島長崎等への

研修旅行についてのサポート等） 

町立学校における平和学習 
中学校における SDGsに関する学習 
田尻町人権協会主催「平和について
考えるパネル展」の開催 

町内各小学校（３校）・中学校(1
校)で平和学習の実施 

常設の非核・平和資料館または施設 なし なし 

住民や団体が実施するピースフェスタ、
国民平和大行進等、草の根運動への後
援・施策や対応 

平和行進に係る激励メッセージの
送付 

メッセージ依頼の団体にメッセージ 
等送付 

予算 0円  ２千円 

日本非核宣言自治体協議会への加盟状況 非加盟 未加入 

首長や自治体としての非核・平和問題、

核兵器禁止条約についての取り組み状況 
２０１１年６月平和首長会議に加盟 

ポスター掲出やパンフレット配架等
による啓発活動の実施 

政府に対して核兵器禁止条約の署名・批

准を求める、貴自治体の議会での意見書

採択等、今後なさる予定 

未定 
今後、国・府・近隣市町村の動向を
踏まえ、取り組みの実施について
検討していく。 

福島原発事故被災者関係   

①避難者数 なし 0人 

②被災・避難者に対する対応 なし 特になし  

放射線測定器の所有の有無及び種類、活用状
況   

①消防署での所有の有無と種類 

大阪府からの貸与分あり 
個人線量計、ガンマ線用シンチレ
ーションサーベイメーター、ベータ線
用ＧＭサーベイメーター、中性子サ
ーベイメーター、 
災害時の放射線量を測定するため 

なし 

②自治体での所有の有無と種類 なし なし 

③市民への貸出状況 なし なし 

④活用状況 なし なし 

地下核実験や未臨界核実験等への抗議状

況 
なし 現在のところ実施していない 

姉妹都市・友好都市との国際交流や非核

平和等に関する交流 

宮城県大崎市と友好都市交流を
行っている。 現在のところ実施していない 

被爆者数 ２名（令和３年３月半ば現在） 7人 

内認定被爆者数 1名 0人 

被爆者団体名 泉佐野原爆被害者協議会 
一般社団法人大阪府原爆被害者
支援協会 

被爆者援護施策 なし なし 

 


